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(15) Abu-Joudeh v. Abu-Joudeh（1）

　本件は、一般にミシガン州 Roseville Utica Road 28945 として知られる土
地 ( 本件不動産 ) に関する権原についての紛争から生じた。1984 年 3 月 16 日、
Jiries は、Milton 及び Hazel Ruehles と、本件不動産譲渡契約を締結した（2）。　
　1995 年 1 月 18 日、Awni（Jiries の兄弟）及び Fadia が、Jiries の不動産譲
渡契約に服することを条件として、Ruehles から本件不動産を購入した。13
年後、Jiries と Awni との間で、本件不動産について訴訟が係属した。2008 年
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　２　ミシガン裁判所規則における必要的請求併合のルール

　１　1963 年のミシガン一般裁判所規則（GCR）203
　２　1985 年の改正ミシガン裁判所規則（MCR）2.203（A）項　
　３　1999 年の改正ミシガン裁判所規則（MCR）2.203（A）項

　３　判例の概観
　１　1985 年の改正ミシガン裁判所規則 2.203（A）項（以上途中まで 11 号）
　２　1999 年の改正ミシガン裁判所規則 2.203（A）項（以上途中まで 12 号　
　　　及び 13 号、以下本号）

　４　必要的請求併合のルールがわが国の民事訴訟理論に与える示唆
　５　結語

（1）WL 1060627(Mich.App. 2012).　なお、本文中に付された下線は、すべて筆者が付したもの
である。

（2）本件不動産譲渡契約によれば、売買代金および利息のすべての支払いが、契約締結の日か
ら５年内になされるものとされた。See Id. n.1.
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3 月 19 日、Awni と彼の二人の息子である Pierre Abu-Joudeh と Patric Abu-
Joudeh が、Jiries に対して巡回裁判所に訴えを提起した ( 事件番号 08-1243-
CH)。訴状によれば、Jiries は、Ruehle との土地売買契約に基づき彼らに金銭
を支払う義務を負うものと主張され、裁判所に対して、Jiries が金銭を支払う
かその不動産から退去すべきことを命じる判決を求めた。Jiries は 2008 年 4
月 18 日に反訴を提起し、権原誹毀及び不動産の横領を主張し、Awni が本件
不動産において有する担保権を取り消しまたは無効とすることを裁判所に求
めた。2009 年 2 月 13 日、Jiries は正式事実審理に基づかない裁判を申し立て
た。2009 年 4 月 20 日、巡回裁判所は、Jiries の申立てを却下し、訴えの変更
を行うための 28 日間の猶予を与え、2009 年 5 月 22 日に、訴えの変更がなさ
れた。変更された訴えによれば、その不動産について締結した土地契約を含め、
Jiries が数個の契約に違反したこと、及び不当利得をも主張した。変更された
訴えにおける救済の要求は、填補損害賠償、または選択的にその不動産に対す
る権原を含んでいた。2009 年 6 月 19 日、Jiries は、却下および正式事実審理
に基づかない裁判を申し立て、かつ第二の反訴を提起した。この反訴は、手続
の濫用を主張していた。すなわち、Jiries は、Awni の請求は明らかに出訴期
限法及びミシガン高利法により許されないものであり、また Pierre と Patric
は、彼らの請求について何らの法律上の根拠も有しない、というものであっ
た。2009 年 8 月 17 日、巡回裁判所は、Jiries の正式事実審理に基づかない裁
判の申立てを認容し、Awni の請求を全面的に棄却した。2009 年 11 月 24 日、
巡回裁判所は、手続の濫用を理由とする Jiries の反訴について非陪審審理を開
き、何らの根拠も見出さなかった。巡回裁判所は、2009 年 12 月 18 日に終局
判決を登録し、事件を終結させた。2010 年 1 月 28 日、Awni は、第 39 地方裁
判所において、Jiries に対して不動産譲渡契約の失効後の占有を求める訴えを
提起した（事件番号 10-327SP）。地方裁判所は、前訴における明確化の申立て、
及び Jiries による権原確認訴訟まで、手続の停止を命じた。2010 年 5 月 3 日、
前訴裁判の明確化を求める申立てが、前訴において提起された。2010 年 5 月
20 日、Donald Miller 裁判官は、彼が当該不動産の権原についてなんら明確な
判示をしなかったことを明らかにする裁判を登録した。そこで、2010 年 7 月
27 日、Jiries は、本件権原確認訴訟を巡回裁判所において提起し、本件不動産
についての権原の確認を求めた（Awni の不動産譲渡契約の失効後の占有を求
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める訴えは、地方裁判所に係属中である）。Jiries は、次のような主張を行っ
た。すなわち、彼は、被告らに対して金銭を支払ったこと、Awni と Fedia は、
彼のために信託上の受託者として当該不動産を保有したのであり、受託者とし
ての活動に対して報酬を受け取ったこと、Awni と Fedia は、本件不動産の所
有権の主張を禁止されること、Awni と Fedia の不動産に対する主張は、前訴
に基づき無効であること、及び彼は、1984 年以来、当該不動産を占有してき
た、というものであった。Jiries の訴状に対する答弁に代え、Awni と Fedia
は、2010 年 8 月 15 日、MCR2.116(C)(7) に基づき正式事実審理に基づかない裁
判の申立てを行った。彼らは、次のように主張した。すなわち、Jiries の請求
は、既判事項の原則により遮断される、なぜなら原告は前訴で解決されまたは
解決することのできた請求を提起することを遮断されるのであり、Jiries は、
前訴において権原確認訴訟を提起することができたからである、と。Awni と
Fedia はまた、必要的併合を定める MCR2.203 が Jiries の請求を遮断した、な
ぜなら Jiries は、彼の最初の請求と同一の取引または事件から生じたすべての
請求を併合することを要求されたからであり、彼の権原確認訴訟は、前訴にお
ける権原誹毀の反訴請求と同一の取引または事件から生じたからである、と主
張した。2010 年 10 月 4 日、巡回裁判所は、Awni と Fedia の正式事実審理に
基づかない裁判の申立てについて審理し申立てを認容したため、原告が控訴。
控訴裁判所は、控訴を棄却して、次のように判示した。
　　　「既判事項の原則の目的とは、『多数の訴訟による費用と応訴の煩から当

事者を救済し、司法資源を節約し、かつ裁判への信頼を高めること、すな
わち訴訟に終結をもたらす、ということである』（3）。既判事項の原則は、
次のような要件を必要とする。すなわち、（１）前訴が本案について判断
されたこと、（２）前訴の裁判が終局的な裁判であること、（３）第二の訴
訟で争われた事項が、前訴で争われまたは争うことのできた事項であるこ
と、及び（４）両訴訟が、同一の当事者または当事者的関係人を含んだこと、
である・・・。既判事項の原則における第 1 および第 2 の要件に関しては、
前訴の Macomb 巡回裁判所事件 ( 事件番号 08-1243-CH)　は、本案につい

（3）Begin v. Mich.Bell Tele Co,284Mich.App581,599;773NW2d271(2009).
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て判断され、かつその判決は終局判決である。とりわけ、巡回裁判所は、
の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容し、Awni の全請求を棄
却した。また、裁判官による審理で、巡回裁判所は、Jiries の訴訟手続の
濫用を理由とする反訴について何らの訴訟原因も見出さなかった。残され
た争点はなく、いずれの当事者も控訴しなかった。第 3 の要件に関しては、

『ミシガン州裁判所は、既判事項の原則を広く適用してきた』のであり、『す
でに争われた請求だけではなく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注
意を払えば提起することができたが提起しなかったすべての請求』を遮断
してきた（4）。『二つの請求が同一の事件から生じ、既判事項の原則との関
係で同一であるかどうかを判断する基準とは、同一の事実または証拠が両
訴訟の追行にとり重要であるかどうか、である』（5）。たとえ、異なる種類
または法的視点に基づく救済であっても、主要事実の一つの集合体が請求
された救済を生じさせるときは、事件の基準は充足される⑹。事実の集合
体は、実用的なアプローチにより分析される⑺。裁判所は、それらの事実
が時間、場所、原因、または動機の点で関連しているかどうかを考慮す
べきである（8）。本件では、当裁判所は、既判事項の原則の第三の要件は、
充足されたものと考える。なぜなら、本件請求は前訴において判断するこ
とができたであろうからである。前訴の変更された訴えにおける第一の訴
因において、Awni は、1995 年 12 月 17 日に、Jiries が Awni に対して負
う 40,974.17 ドルの残額を支払わなかったことにより、本件不動産の譲渡
契約に違反した、と主張した。その後、Awni は、当該残額及び利息の支
払いを求めつつ、選択的に、本件不動産の権原の確認を求めた。前訴にお
ける当該請求及び Jiries の本件権原確認訴訟は、双方ともまさに同一の争
点を含み、同一の証拠に基づくものであり、また同一の取引または事件—

すなわち当該不動産に関する Jiries の譲渡契約上の地位、及び敷衍すれば、
Jiries 及び Awni が当該不動産上に有する利益—から生じたのである。前

（4）Dart v.Dart,460Mich.573,586;597NW2d82(1999).
（5）Schwartz v. City of Flant,187 Mich.App191,194-195;466NW2d357(1991).
（6）Washington v. Sinai Hosptal of Greater Detroit, 478 Mich. 412, 420; 733NW2d755（2007）.
（7）Id.

（8）Id.
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訴において、Jiries は、権原の確認を求める反訴を提起する機会を有した。
実際、Jiries は、『権利毀棄』の請求により、本質的には権原の確認を求
める反訴を提起したのである。しかしながら、Jiries のその後の訴訟手続
の濫用を根拠とする反訴が、『権利毀棄』の請求に置き換わったのである（9）。
Jiries の権原確認を求める本訴と、Awni の変更された訴えにおける第一
の訴因は、双方ともその不動産に権利を有する者はだれかという争点を含
んでいるのである。既判事項の原則の第四の要件については、Jiries は、
当事者は同一ではない、なぜなら、Fedia は、前訴の当事者ではなかった
からである、と主張する。第四の要件は、両訴訟が同一の当事者または当
事者的関係人を含む場合に適用される（10）。当事者的関係人は、『利益の実
質的同一性と、非当事者の利益がその訴訟の当事者により代表されかつ保
護されるという効果的または機能的関係』を要求する（11）。　当事者的関
係人は、同一の不動産上の権利に対する共通の関係を含む（12）。本件では、
本訴と前訴とは同一の当事者または当事者的関係人を含んだ。とりわけ、
Awni と Jiries は、前訴の当事者であった。また、Awni と Fedia との間
には当事者的関係が存在する。なぜなら、本件不動産に関する Fedia の利
益は、Awni の利益と同一だからである。すなわち、彼らは婚姻しており、
共同で本件不動産を購入し、かつ夫婦全部保有により権利者として本件不
動産を保有するのである（13）。さらに、同一の当事者であることを要する
との要件の目的は、前訴で当事者とされていなかった者の利益が適切に保
護されることを確保するということである（14）Awni と Fedia は既判事項
の原則を主張しているので、Fedia は、彼女の利益が前訴により代表され
保護されたことに満足しているものと推定される。したがって、既判事項
の原則が Jiries の権原確認訴訟を遮断した、なぜなら、既判事項の原則の
四要件のすべてが充足されたからである。Awni と Fedia は、Jiries の請

（9）See MCR2.118(A)(4).

（10）Richards v. Tibaldi, 272Mich.App522,531; 726N.W.2d 770 at 531(2006).
（11）Peterson Novelties, Inc v.City of Berkley,259 Mich.App1 ,13; 672NW2d351(2003).
（12）Phinisee v. Rogers, 229Mich.App547, 553; 582NW2d852(1998).
（13）See id ; Tkachik v. Mandeville, 487Mich.38,46; 790NW2d260(2010)（夫婦全部保有におけ

る一方の権利者は、他方の権利者の利益と別個の利益を有するものではない）。
（14）See Peterson, supra note(11), 259Mich. App1, at 13.
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求は必要的併合の原則により遮断されるとも主張している。当裁判所は、
Jiries の請求は、既判事項の原則により遮断されると判断するので、彼の
請求が必要的併合の原則によってもまた遮断されるかどうかを検討する必
要はない・・・。」

　本件では、原告が、被告に対して金銭の支払いまたは本件不動産からの退去
を求める訴えを提起し、これに対して、被告が権原誹毀および不動産の横領を
主張して、原告の権利の取消しまたは無効を求める反訴を提起した。その後、
原告が当初の訴えを、填補損害賠償または選択的に当該不動産に対する権原を
内容とする訴えに変更したところ、被告は、訴訟手続の濫用を主張して第二の
反訴を提起した。1 審裁判所は、原告の請求を棄却するとともに、被告の訴訟
手続の濫用に基づく反訴についても理由がないとして排斥し、双方からの控訴
もなく、事件は終了した。その後、被告が本件不動産の権原の確認を求める本
訴を提起したが、この被告の本訴の提起が許されるかどうかが問題となった。
この問題を検討する場合、まず、ミシガン州では、必要的反訴のルールは存在
せず、任意的反訴のルールが採用されており（MCR2.203(B) 項）、被告が前訴
において反訴を提起するかどうかは原則として被告の自由である。しかし、被
告が前訴において反訴を提起した場合、被告は当該反訴請求が生じたのと同一
の取引または事件から生じたその他の請求を併合して提起しなければならない
ものとされ、前訴において併合されなかった請求に基づく後訴は遮断されるこ
とになる（MCR2.203(A) 項）（15）。したがって、被告が前訴において反訴を提
起したときは必要的請求併合のルールが適用され、当該反訴において併合され
なかった請求に基づく後訴は遮断されると解される。本件では、被告は前訴に
おいて本件不動産譲渡契約に関する第 1 の反訴および（または）第二の反訴を
提起しており、この訴訟終了後に本件不動産譲渡契約に基づく権原確認訴訟の
後訴を提起しているので、この後訴は、必要的請求併合のルールにより遮断さ
れると解することができる（16）。しかし、裁判所は、この問題を既判事項の原

（15）See 2 R.Longhofer, E. McKenna, A.Saltzman & S.Deming, Michigan Court Rules 
Practice,§2203.9 (2016). この点について、拙稿「ミシガン裁判所規則における請求併合
と当事者併合の交錯（3）」国士舘法学第 24 号 36 頁以下（1992 年）を参照。

（16）現に、本訴被告（前訴原告）も、本訴原告（前訴被告）の本訴請求は、必要的請求併合の
ルールにより遮断される、との主張をも行っている。



民事訴訟における必要的請求併合のルール （４）

7

則の視点から検討し、本訴原告（前訴被告）は、前訴において本訴請求を反訴
として提起する機会を有していたことを根拠に、本訴原告の請求は既判事項の
原則に基づき遮断される、と判示した。たしかに、ミシガン裁判所規則では必
要的反訴のルールは採用されていないが、前訴被告の後訴の提起が実質的に前
訴の判決内容を覆滅させてしまうような関係にある場合は、必要的反訴のルー
ルの有無にかかわらず、当該後訴の提起が既判事項の原則により遮断される場
合があるとの解釈は可能であろう。しかし、本件において本訴原告の提起した
訴えは、必ずしも前訴判決の内容を覆滅させてしまうような関係にはないよう
にも思われ、そうであるとすれば、既判事項の原則を通して、実質的に必要的
反訴のルールが生み出されたものとみることができるであろう。
 (16) Genesee Care, L.C. v. Oskey Bros. Const.Co.,Inc.（17）

　1997 年 4 月、原告は、総建築請負業者を通して、被告に対して建物の屋根
に石灰石で仕上げられた parapets（欄干）を設置することを請け負わせた。
被告は、その仕事を 1997 年 12 月に完成させ、完成後数か月内に「実質的遵
守」の証明書を受領した。1998 年 11 月、石灰石のブロックが被告の設置後に
位置を変えたという原告の苦情に応じて、被告の代理人が石灰石の柱頭を検査
した。原告の建築管理者がその検査に加わり、位置を変えたブロックから生じ
た漏れ口およびその他の問題について苦情を述べ、被告の過失ある設置による
ブロックの移動を非難した。被告は過失を否定するとともに、その問題につい
て検査しまたは解決することも拒否した。なぜなら、被告は、その労務に対す
る支払いの提供をうけていなかったからである。被告およびその他の下請人ら
が、1999 年 4 月に訴訟を提起し、原告が負う債務の支払いを求め、または改
良された財産上のリーエンの実行を求めた。原告は、前訴において被告の技量
に関する争点をまったく提出せず、かつ事実上被告のリーエンの有効性を認め
た。裁判所は、1999 年 12 月に、被告勝訴の判決を言い渡し、原告は、結局そ
の判決に対して弁済を行った。2000 年 10 月、被告は、移動したブロックにつ
いて引き続き生じている問題について話し合うために再び現場を訪れた。しか
しながら、被告がその問題を解決しなかったため、原告は、他の請負人を雇い、

（17）WL 1778940 (Mich.App. 2004). 
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屋根の欄干からブロックをはずして検査させた。原告の検査によれば、そのブ
ロックは、主として被告がそれをしっかりと固定しなかったために移動したの
であり、かつ、被告の貧弱なコーキング、接合および排水剤処理作業によると
いうものであった。2001 年 10 月、原告は、本件訴訟を提起し、とりわけ被告
が移動したブロックを補修しなかったことにより担保責任に違反した、と主張
した。第 1 審裁判所は、MCR2.116(C)(7) に基づき被告勝訴の正式事実審理に
基づかない裁判の申立てを認容して、既判事項の原則により本件訴訟は遮断さ
れると判示したため、原告が、権利としての控訴を提起した。控訴裁判所は、
本件控訴を棄却して、次のように判示した。
　　「既判力は、証拠または重要な事実が同一である場合に、同一当事者間に

おける後訴を遮断する・・・。既判事項の原則は、以下の三つの要件を充足
する場合に適用される。すなわち、（１）前訴の裁判が本案についてのもの
であること、（２）第 2 の訴訟で争われた事項が、前訴において解決されま
たは解決することのできたものであること、および（３）その訴訟が同一当
事者間でのものであること、である・・・。第 2 の要件に関しては、『ミシ
ガン州の裁判所は、既判事項の原則を広く適用してきた。裁判所は、すでに
争われた請求だけではなく、当事者が適切な注意を払えば、提起することが
できたが提起されなかった同一の取引（事件）から生じたすべての請求を遮
断してきた』・・・。前訴において勝訴するために、被告は、自らがその工
事を適切にかつ手際よく行ったという事実を含め、自らが契約書に記載され
た石造工事を行ったことを証明しなければならなかった・・・。原告は、本
件で争点となっている同一の技量に基づいて、被告が契約書に記載された作
業を行わず、それによって損害を受けたことを証明して、不払いを防御する
ことができたであろう。防御方法を提出しないことは、その防御方法を放棄
したものであり、その防御方法を主張することができた当事者は、それを後
訴において請求として主張することはできないのである・・・。本件請求は、
前訴がその基礎を置くのと同一の取引（事件）から生じたのであるから、既
判事項の原則の第 2 の要件は充足された。しかしながら、原告は、被告の作
業には瑕疵があることを知らずかつ知ることができなかったのであるから、
もし原告が最初に被告に対してその請求を防御方法として提起するならば、
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原告は、MCR2.114 に基づき制裁の対象となったであろうと主張する。当裁
判所は、この主張を採用しない。争いのない事実によれば、原告は、1998
年 11 月頃には石灰岩のブロックが移動したことを認識し、その移動及びそ
れによる水漏れについて被告を非難していた。それゆえ、原告は、何らの制
裁の恐れなしに、前訴においてその請求を主張することができた。第 1 審裁
判所は、被告が前訴の開始前においてさえ、瑕疵ある作業を知り、または適
切な注意を払えば知ることができたと適切に判断したので、制裁に関する原
告の主張は何ら根拠がなく、何らの理由にもならない。単に、瑕疵ある作業
を担保義務の違反または過失と再構成することは、既判事項の原則の適用を
変えるものではない。なぜなら、原告は、それらの専門用語に関わらず、前
訴においてこれらすべての法的視点を主張することができたからである。・・・
原告はまた、原告が本件請求を前訴において併合しなかったことに対して、
被告が異議の申立てを行わなかったので、被告は既判事項の原則の適用を放
棄した、と主張する。原告は、被告が前訴を提起した時点において施行され
ていた MCR2.203(A) の規定の適用を主張する。しかしながら、当規則にお
いて関連を有する規定は、前訴の係属中に削除され、その結果当規則の新規
定が両事件に適用される・・・。さらに、当裁判所は、いずれの規定におい
ても、本件における既判事項の原則の適用を支持する。なぜなら、旧規則は、
本件におけるように、新訴が判断された争点について異なる法的視点に基づ
き再度争うことになる場合には、適用されないからである・・・」。

　本件では、前訴原告（本訴被告）が、前訴被告（本訴原告）に対して、請負
契約に基づく債権の支払いおよび財産上のリーエンの実行を求める前訴を提起
し、この前訴において前訴原告が勝訴した後、本訴原告が本訴被告に対して、
過失、契約違反、および担保責任違反を根拠とする請求に基づく本件後訴を提
起した事例である。まず第一に、ミシガン裁判所規則では、反訴の提起につい
ては任意的反訴のルールが採用されており、必要的反訴のルールは採用されて
いない。したがって、被告が前訴において反訴を提起するかどうかは、被告の
任意とされている。しかし、被告が前訴において反訴を提起したときは、必要
的請求併合のルールが適用され、被告がその反訴請求が生じたのと同一の取引
または事件から生じたその他の請求を併合して提起しなければならないものと
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され、前訴において併合されなかった請求に基づく後訴は遮断されることにな
る（18）。第二に、被告が前訴において反訴を提起しなかった場合でも、当該請
求に基づく後訴の提起が、前訴判決の既判力を覆滅させるような関係にある
場合は、既判事項の原則に基づき当該後訴の提起が遮断されることになる（19）。
本件では、前訴被告（本訴原告）は、前訴において反訴を提起していなかった
ので、必要的併合請求のルールは適用されず、本件後訴の提起は遮断されない
と考えられる。もっとも、本件後訴の提起は、実質的に前訴判決の内容と矛盾
するものであり既判力を覆滅させるものと考えられるので、後訴の提起は既判
事項の原則により遮断されるものと解される。この点、控訴裁判所は、前訴で
反訴を提起しなかった被告が、原告として当該請求に基づく後訴を提起するこ
とは、既判事項の原則及び規則 2.203 により許されない、と判示している。し
かし、裁判所規則が適用されるとした点は、やや疑問である。なぜなら、反訴
の提起は、裁判所規則上は任意的反訴のみが原則であり、本件では、被告は前
訴で反訴を提起していなかったので、必要的請求併合のルールは適用されず、
規則上は当該請求に基づく後訴の提起は遮断されないと考えられるからである。
(17)Mercantile Bank Mortg.Co.,L.L.C. v. Kamminga（20）

　本件の事実関係は、次の通りである。原告 Mercantile Bank は、被告
Westgate に対して、コンドミニアム（集合住宅）の開発への融資のため、550
万ドルを貸し付け、当該財産上にモーゲージ（譲渡抵当権）を設定した。その
数年後、Westgate Coach Homes コンドミニアムが建築され、Westgate はそ
の多くの区画を第三者に売却し、借入金の総額は減少した。2009 年 1 月 12 日、
Westgate の所有者の一人である Fred Kamminga が、Westgate を代表して二
つの集合住宅の区画、すなわち 3 区画と 8 区画を、彼が全面的に所有する法人
である Kamminga 会社（L.L.C）に譲渡するための 2 通の証書に署名した。そ
の後、Kamminga 会社は、Chemical 銀行のために、3 区画と 8 区画について

（18）See 2 R.Longhofer, E. McKenna, A.Saltzman & S.Deming, supra note (15),§2203.9 (2016).
拙稿・前掲注 (15) 国士舘法学第 24 号 36 頁以下を参照。

（19）See 2 R.Longhofer, E. McKenna, A.Saltzman & S.Deming, supra note (15),§2203.1. この
点について、拙稿「ミシガン裁判所規則における請求併合と当事者併合の交錯（２）」国
士舘法学第 22 号 131 頁以下（1990 年）を参照。

（20）WL 4215742(Mich.App. 2012).
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第 2 位の譲渡抵当権を設定した。2009 年、Westgate は債務不履行に陥った。
2009 年 10 月 13 日、原告は、Westgate に対して訴えを提起し、財産の費消を
防ぐために財産保全管理人の選任を求めた。この請求は、MCL600.2927(2) の
規定に基づいてなされた・・・。原告は、財産保全管理人の選任を申し立てた
時点において、当該財産に対する管理権を有していなかった。それゆえ、財産
保全管理人の選任の申立ての際、原告は、広告による受戻権喪失手続を通して
の独立の管理を求めた。財産保全管理人選任訴訟は、もっぱら財産保全管理
人選任を求める単一の訴因のみを含んでおり、また Westgate のみが被告とさ
れていた。Westgate に対しては、その他のなんらの請求もなされず、またそ
の他の何らの救済も求められなかった。それに代えて、財産保全管理人選任
の申立ては、財産の費消の防止を目的とした独立した制定法上の請求であっ
た。2009 年 11 月 16 日、事実審裁判所は、財産保全管理人を選任した・・・。　
その間、2009 年 11 月 6 日、財産保全管理人選任訴訟提起から 3 日後、原告は、
74 の集合住宅の区画のうち 70 区画について、広告による受戻権喪失手続を開
始した。原告は、3、5、8、及び 89 区画については、広告による受戻権喪失手
続を求めなかった（21）。
　原告は、2009 年 12 月 16 日の執行官による売却手続において、310 万ドルの
価格で、70 個の集合住宅の区画を取得した。原告は、まさに当該財産を支配
しており、管理権と義務を有する地位を得た。それゆえ、保全管理人はもはや
不要となった。2010 年 12 月 20 日、当事者は、原告の保全管理人選任の訴え
につき不利益を伴う却下を行うことに同意した。その後、2011 年 1 月 21 日、
原告は、集合住宅の残りの４区画について裁判による受戻権喪失を求める訴え
を提起した。被告らは、本件を保全管理人選任手続を担当した裁判官に再配点

（21）これに対して、Westgate は、原告の申立てに係る広告に基づく受戻権喪失手続の差止め、
停止、または無効宣言を求め、MCL600.3204(1)(b) は、広告に基づく受戻権喪失を遮断する、
と主張した。Westgate は、次のように主張した。すなわち、当該制定法によれば、「譲渡
抵当権により担保された債務の支払いを求めるコモンロー上の訴えまたは訴訟手続が開始
されないこと」が要求されるので、財産の保全管理を求める訴えを提起することにより、
原告はその救済を選択し、広告に基づく受戻権喪失手続を進めることはできなった、と。
事実審裁判所は、次のような理由で、この主張を採用しなかった。すなわち、「ミシガン
法では、一般に、『広告の係属中における』保全管理人の選任を求める訴訟は、『譲渡抵当
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しようとした。その申立ては却下された。なぜなら、裁判による受戻権喪失訴
訟を担当した裁判官は、当該請求は、MCR8.111(D)(2) との関係で同一の事件

（取引）から生じたものではない、と判断したからである。後に、当事者らは
互いに正式事実審理に基づかない裁判の申立てを行い、被告らは、既判事項の
原則が原告の本訴を遮断することをその根拠の一つして、正式事実審理に基づ
かない裁判の申立てを行った。事実審裁判所は、既判事項の原則は原告の受戻
権喪失訴訟を遮断しなかったと認定して被告の申立てを却下し、原告勝訴の正
式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容した（22）。2011 年 11 月 17 日、事
実審裁判所は、判決及び受戻権喪失手続の命令を登録した。事実審裁判所は、
1,466,400.87 ドル及び利息の支払いを命じる原告勝訴被告敗訴の判決を登録し
た。終局判決によれば、原告の譲渡抵当権は有効かつ実行可能であり、それは
原告の得た金銭判決の総額を担保し、かつ 4 つの残りの区画を担保したことが
指摘された（23）。またその裁判は、原告が、彼の得た金銭判決の全部または一

権により担保された債務の支払いを求めるための訴訟ではなく、それゆえ広告による受戻
権喪失手続を遮断するものではない』」、というものであった。

（22）控訴裁判所は、保全管理人選任訴訟は、債務の弁済を求めるための訴えまたは訴訟手続で
はないと判示した保全管理人選任訴訟の裁判官に同意する、と述べた。その上で、控訴裁
判所は、「それゆえ、本件訴訟は、Westgate に対する請求を主張した最初の訴訟であり、
したがって、既判事項の原則は適用されない。さらに、被告が引用する MCR2.203(A) 項は、

「相手方に対して『請求』を陳述する訴答」が存在する場合に、請求の必要的併合を要求する。
繰り返せば、当裁判所は、保全管理人選任訴訟は Westgate に対する請求を含まなかった
ので、MCR2.203(A) 項もまた適用されない」、と判示した。さらに、控訴裁判所は、本件
訴訟における請求は、既判事項の原則の要件とされる、保全管理人選任訴訟に関係した「同
一の事件（取引）」から生じたものではないとする原告の主張に同意する、と述べた。・・・。
控訴裁判所は、「Mercantile が主張するように、保全管理人選任訴訟は、管理人の選任に
より当該財産を費消から守ることに関係したものである一方、本件訴訟は、約束手形に基
づく Westgate の Mercantile に対する債務、その債務を担保するための当該財産に対する
Mercantile の譲渡抵当権、及び当該財産におけるその他の利益の優先権に関するものであ
る（それらの争点については、争いはないが）。両訴訟における救済のセオリー（法的視点）
は、単一の主要事実の集合体から生じたものではない」、ことを指摘した。

（23）事実審裁判所の意見は、原告に対して負う債務も譲渡抵当権も、2009 年の受戻権喪失手
続や執行官の競売により消滅させられなかったことを指摘した。すなわち、裁判所は、

「Mercantile が主張するように、一部の受戻権喪失手続は、譲渡抵当権全体を消滅させる
ものではない。譲渡抵当権により支払われるべき総額が、2009 年の広告に基づく受戻権
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部を満足させるために、4 つの区画について受戻権喪失手続を実行し、執行官
の競売手続においてそれらを売却することができることを定めた。被告が権利
としての控訴を提起した。控訴裁判所は、被告の控訴を棄却して、次のように
判示した。
　　　「控訴審において、被告らは、既判事項の原則が原告の裁判による受戻

権喪失手続を求める訴えを遮断し、それゆえ、事実審裁判所が被告らの正
式事実審理に基づかない裁判の申立てを却下したのは誤っていた、と主張
する。特に、被告らは、原告が本件訴訟において主張された請求を 2009
年の財産保全管理人選任訴訟において提起すべきであった、と主張した。
当裁判所は、この主張を採用しない。・・・既判事項の原則は、同一の訴
訟原因を争う多数の訴訟を防止するために適用される。この原則が後訴を
排斥するには以下の要件を必要とする。すなわち、（１）前訴が本案につ
いて判断されたこと、（２）両訴訟が、同一の当事者または彼らの関係人
を含むこと、及び（３）後訴における事項が、前訴において判断されまた
は判断することができたこと、である（24）。・・・原告の 2009 年の保全管
理人選任訴訟は、もっぱら前訴が本案について判断されたかどうかを問う
既判事項の原則の第 1 要件の分析との関係では、Westgate に対する「前訴」
を構成したのである。したがって、当裁判所は、前訴の保全管理人選任訴
訟は、本案について判断されたものと結論付ける。

　　　しかしながら、当裁判所は、既判事項の第 3 の要件が充足されなかった
ものと判断する。『当裁判所は、既判事項についての広い解釈方法を採用
してきたのであり、それはすでに争われた請求だけではなく、同一の事件

（取引）から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起することができたが
提起しなったすべての請求をも遮断する、と判示した』（25）。『当裁判所は、
当該事項が前訴において解決することができたかどうかを判断するため

喪失手続により弁済されていなかったので、4 個の除外された区画に対するリーエンを消
滅させなかったのであり、Mercantile は、これらの区画に対する譲渡抵当権に基づいて支
払われるべき残額の弁済を受ける権利を有したのである」、との意見を述べた。

（24）Washington v. Sinai Hosp.of Greater Detroit,478Mich.412,418;733NW2d755(2007).
（25）Washington, 478Mich.412, at418.



駒澤法曹第14号  （2018）

14

に、事件（取引）の基準を採用している』（26）。事件（取引）の基準によれば、
異なった救済についての異なるセオリー（法的視点）の主張は、単一の主
要事実の集合体が当該救済の主張を生じさせるときは、単一の訴訟原因を
構成する（27）。『一つの事実の集合体が一つの『事件（取引）』を構成する
かどうかは、その事実 (the facts) が時間、場所、原因または動機の点で関
連しているかどうか、及びそれらが適切な審理の単位を形成するかどうか
を考慮することにより、実用的に判断されなければならない』（28）。

　　　保全管理人選任訴訟は、当該財産の費消を防ぐために、裁判所による保
全管理人の選任という形式によるエクティ上の救済を求めるものであり、
それは、すべての当事者の利益を保護するためのものであった。それは、
独立した制定法上の請求であった。保全管理人の選任は、譲渡抵当権に基
づくリーエンとは全く関係がなく、また保全管理人の選任が最終的に終了
したとしても、そのリーエンは、依然として完全にその効力を有している
のである。保全管理人の選任は、当該財産の費消および暫定的な管理に関
する争点のみを解決したであろう。それゆえ、保全管理人選任訴訟におけ
る唯一の主要事実とは、財産の費消を防ぐために保全管理人の選任を要す
るかどうかについての判断に必要な事実であった。

　　　これとは対照的に、原告の申し立てた裁判による受戻権喪失訴訟は、明
らかに二当事者間のものであった、なぜなら、それは、譲渡抵当権に基づ
き担保される債務を取り立てるために、残りの四つの集合住宅の区画につ
いて受戻権喪失を求める訴訟だったからである。受戻権喪失訴訟における
主要事実は、受戻権喪失後の Westgate の残存債務の額、原告が当該譲渡
抵当権に基づき受戻権喪失を求める権利、および当該財産における優先権
を含んでいた。保全管理人選任訴訟においてその解決のために必要ないか
なる事実も、裁判による受戻権喪失訴訟とは関りを有しないものであった。
原告が制定法上の保全管理人選任の必要性を証明できることは、原告の裁
判による受戻権喪失訴訟についての本案事項とは全く関係を有しないもの
であった。なぜなら、両請求は、相互に異なるものだったからである。

（26）Id. at 420 citing Adar v. Michigan, 470Mich.105,123;680NW2d386(2004).
（27）Adair, supra note(26) , 470Mich.105, at124.
（28）Id. at 125.
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　　　それゆえ、当裁判所は、両訴訟の主要事実は、動機の点で関連性を有し
なかったのであり、既判事項の原則との関係で、『都合の良い審理の単位
を構成』しなかった、と判断する。

　　　原告が両訴訟において主張した救済は、単一の主要事実の集合体に基づ
くものではなかったのであり、両訴訟は、既判事項の原則との関係で、単
一の事件（取引）を構成しなかった。原告の保全管理人選任訴訟は、本件
不動産を保全し管理するという必要により動機付けられていた一方、原告
の受戻権喪失訴訟は、金銭判決及び担保財産に基づく原告の弁済により動
機づけられていた。したがって、当裁判所は、事実審裁判所が、既判事項
の原則は本件受戻権喪失訴訟を遮断せず、それゆえ、被告は MCR2.116(C)
(7) に基づく正式事実審理に基づく裁判を求めることはできなったと判断
したことは適切であった、と判断する」。

　本件では、原告が最初に、財産保全管理人選任訴訟の前訴を提起し、これに
ついて本案についての判断がなされた後に、集合住宅の一部の区画について受
戻権喪失を求める後訴を提起したが、この後訴が、既判事項の原則に基づき遮
断されるかどうかが問題となった。この点について、控訴裁判所は、既判事項
の原則が適用されるための三要件を指摘した後、本件では、第三の要件、すな
わち、後訴における事項が、前訴において判断されまたは判断することができ
たかどうかが問題となることを指摘した。そして、裁判所は、既判事項の原則
については、広い解釈方法が採用されてきたことを指摘し、それによれば、す
でに争われた請求だけではなく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を
払えば提起することができたが提起しなかったすべての請求をも遮断する、と
指摘した。この事件の基準によれば、異なった救済についての異なるセオリ
ー（法的視点）の主張は、単一の主要事実の集合体がそれらの救済の主張を生
じさせるときは、単一の訴訟原因（事件）を構成するとする。そして、一つの
事実の集合体が一つの事件を構成するかどうかを判断する際には、それらの事
実が時間、場所、原因または動機の点で関連しているかどうか、およびそれら
が適切な審理の単位を形成するかどうかを考慮することにより、実用的に判
断されなければならないとした（29）。以上のような前提に立った上で、裁判所

（29）See also J.Friedenthal, M.Kane & A. Miller, Civil Procedure §14.4, at 628 － 631(1993).
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は、次のように指摘した。すなわち、保全管理人選任訴訟は、当該財産の費消
を防ぐために、裁判所による保全管理人の選任という形式によるエクイティ上
の救済を求めるものであり、それは、すべての当事者の利益を保護するための
ものであった。それゆえ、保全管理人選任訴訟における唯一の主要事実とは、
財産の費消を防ぐために保全管理人の選任を要するかどうかについての判断に
必要な事実であった。これに対して、裁判による受戻権喪失訴訟は、二当事者
間のものであり、それは、譲渡抵当権に基づき担保される債務を取り立てるた
めに、残りの四つの集合住宅の区画について受戻権喪失を求める訴訟であっ
た。そして、受戻権喪失訴訟における主要事実は、受戻権喪失後の Westgate
の残存債務の額、原告が当該譲渡抵当権に基づき受戻権喪失を求める権利、お
よび当該財産における優先権を含んでいた。保全管理人選任訴訟においてその
解決のために必要ないかなる事実も、裁判による受戻権喪失訴訟とは関りを有
せず、両請求の主要事実は相互に異なっており、しかも動機の点で関連性を有
しなかった。したがって、両訴訟の主要事実は、既判事項の原則との関係で、
適切な審理の単位を構成しなった。すなわち、原告が両訴訟において主張した
救済は、単一の主要事実の集合体に基づくものではなかったのであり、両訴訟
は、既判事項の原則との関係で、単一の事件（取引）を構成せず、本件受戻権
喪失訴訟は、既判事項の原則により遮断されなかった、との結論を導いてい
る。なお本件では、裁判所は、前述のように、必要的請求併合のルールを定め
る MCR2.203(A) 項は、「相手方に対して『請求』を陳述する訴答」が存在する
場合に、請求の必要的併合を要求しており、保全管理人選任訴訟は Westgate
に対する請求を含まなかったので、MCR2.203(A) 項は適用されないと判示し、
同規則の適用は直接問題とはならなかったが、請求の必要的併合のルールが適
用される前提となる同一の事件の意義について、重要な示唆を与える判例であ
るように思われる。
(18)Hendrix v. Roscommon Township（30）

　原告らは、1974 年以来、Roscommon 町にある土地において、廃車の再利用
に関する作業を行っていた。2001 年のある日、Roscommon 町の職員が、原告
らの業務は、条例に違反していると主張し、原告らにその業務を中止させるた

（30）WL 1197359(E.D.Mich. 2004).
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めの措置をとった。それは、やがて 2001 年 9 月 26 日に、Roscommon 郡ミシ
ガン巡回裁判所において町が訴えを提起するという事態にまで進み、その訴訟
において Hendrix は、廃品置き場での作業のため町の条例 3.19 条により定義
される「C － 2 商業地区」と区分された 4 筆の土地を使用していたが、そのよ
うな利用は禁止されている、との主張がなされた。その訴状はまた、Hendrix
らによるその土地の利用は、条例に違反する「環境の悪化」を生じさせると主
張した。
　Hendrix らは、州裁判所に提起された訴状に対して答弁書を提出し、多くの
積極的抗弁を主張した。・・・その他の積極的抗弁において、Hendrix らは、
町の行為は、「(c) ミシガン州憲法および合衆国憲法における法の適正な過程条
項の違反・・・、および (f)42U.S.C.A.§1983 の違反」を構成する、と主張した。
町、その監督的地位にある Diane Randall、彼女の夫および彼の親友により、
Randall の夫の廃品置き場と競合する Hendrix らの営業を挫折させるために、
訴訟が提起されたというのが、本件におけると同様その裁判所での Hendrix
らの見解であった。Hendrix らはまた、町に対して反訴を提起し、（１）契約
違反、（２）不当利得、（３）不利益的信頼、および（４）詐欺を主張した。彼
らは、町の監督者としての Randall の任務に言及したものの、Randall、その夫、
及び彼の親友を当事者として挙げなかった。
　2002 年 5 月 5 日、Hendrix らは、42U.S.C.§1983 に基づく平等保護条項及
び適正な過程条項の違反を根拠として、州の反対訴状（反訴）を変更して、町
に対する追加的な反訴請求を主張することを申し立て、かつ Roscommon 町の
監督者としての資格および個人の資格として Randall、彼女の夫である Steve 
Randall、及び営業上の同僚である Phil Hendershot,Jeff McCollough, James 
Porach, Porth Contractor,Inc を含め、新たな被告らに対して交差請求を提
起することを申し立て、認められた。この申立てを認めた州裁判所の裁判は
2002 年 5 月 16 日に登録され、Hendrix らは、「７日以内に」変更された訴状
を提出しなければならないものと定められた。提案された反訴の変更は、町
が、廃品集積場に関する地区条例の執行のために Hendrix らを選びだす一方、
Diane Randall の夫のような他の者が条例に違反する廃品集積場を営み続ける



（31）提案された反訴の変更は、さらに、Roscommon 町の監督者である Diane Randall によっ
て正式な訴訟が提起されたこと、彼女は、夫の廃品集積場について直接の財産上の利害関
係を有すること、その訴訟の真の目的とは、Hendrix らと Randall およびその夫との間の
競争を阻止すること、及び当該上例は、町内のより好意的な市民には適用されなかったこ
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ことを可能とするものである、と主張した・・・（31）。しかしながら、記録上
は明らかではない理由で、Hendrix らは、彼らに変更を許可した命令に従い、
州裁判所に変更された反訴状を提出しなかった。４カ月後、Hendrix らは、州
裁判所において、反訴の変更の許可を求める申立てを行った。今度は、州裁判
所裁判官は、この申立てを却下した。却下の理由は、当事者から当裁判所には
何ら示されておらず、また 2002 年 10 月 30 日付の州裁判所の命令書からも明
らかではない。しかしながら、州裁判所は、その後、本訴および反訴における
争点を二つに分け、町の地区規制の執行を求める訴訟は、2003 年 3 月 25 日に、
州裁判所の審理に進んだ。
　州裁判所の判決が言い渡される少し前に、Hendrix らは、42U.S.C.§1983 に
基づく平等保護条項と適正な過程条項を根拠として、連邦地方裁判所に本件訴
訟を提起した。Hendrix らは、次のように主張する。すなわち、Roscommon 
町は、監督者である Diane Randall を通して、被告 Randall の夫を含むその友
人および知人に対して廃品回収業において競争する能力を失わせるため、彼ら

（原告ら）に対して、恣意的かつ不適切に地区規制条例を執行している、と。
Hendrix らはさらに、2001 年に Roscommon 町により州裁判所において提起
された訴訟は、害思を持って提起されたものであり、かつ彼らから法律上の平
等保護を奪うという意図に基づくものである、と主張する。これらの請求は、
Hendrix らが州裁判所において、彼らの第二の変更された答弁書、反訴および
交差請求において提起しようとしたものとほとんど同一である。その間、2003
年 9 月、州裁判所は、不利益的信頼および詐欺の主張について町の正式事実審
理に基づかない裁判の申立てを認容し、Hendrix らの契約違反および不当利得
の主張について事実審理に付することを命じた。翌日の 2003 年 9 月 19 日、州
裁判所は、上述のような形での 4 区画の土地の利用を禁止かつ制限する変更判
決を登録した。
　本件訴訟の被告である町および Diane Randall は、州裁判所の判決が本件訴
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訟を遮断すると主張して、正式事実審理に基づかない判決の申立てを行った。
Hendrix らは、ミシガン州裁判所規則は、彼らが、彼らの請求を分割して、当
裁判所において連邦法上の法的視点に基づき訴訟追行することを許容してい
る、と主張した。連邦地裁のDavid M.Lawson裁判官は、原告の請求を棄却して、
次のように判示した。
　　　「・・・『州裁判所の判決に対して遮断効を付与するかどうかを判断する

際、公正な信頼と信用条項に関する法律 28U.S.C§1738 は、連邦裁判所が、
前訴判決に対して、その判決を言い渡した州裁判所の州法において有する
であろうと同一の効力を付与することを求めている』（32）。ミシガン州では、
判決は、請求遮断効の原則に基づき遮断効を有し、次のような要件のもと
に第二の訴訟を遮断する。すなわち、『（１）前訴が本案について判断され
たこと、（２）後訴で争われた事項が、前訴で判断されまたは判断するこ
とができたこと、および（３）両訴訟が、同一の当事者またはその関係人
を含んでいること』、である（33）。ミシガン州最高裁判所は、請求遮断効は、

『当然にその訴訟の主題に属し、かつ当事者が適切な注意を払えばその時
点において提起することのできたすべての事項に適用される』、と指摘し
てきた（34）。ミシガン州の請求遮断効の原則は、『前訴と同一の取引または
事件に基づく請求の再訴を遮断する』（35）。もし、同一の事実または証拠
が両訴訟を根拠づけるならば、両訴訟は請求遮断効との関係で同一である（36）。　

とを主張した。
（32）Stemler v. Florence,350 F.3d578,586(6th Cir.2003)(citing Migra v. Warren City Sch. Dist. 

Bd.of Edu., 465 U.S.75,81(1984)).
（33）Sewell v. Clean Cut Management,Inc., 463Mich.569, 575,621N.W.2d222(2001).
（34）Pierson Sand & Gravel,Inc. v. Keeler Brass Co.,460Mich.372,380,596N.W.2d 153,157 (1999)

(quoting Hackley v. Hackley,426Mich.582,585,395.W.2d 906(1986)).
（35）Ditmore v. Michalik,244Mich.App.569,577,625N.W.2d 462(2001)；see also Jones v. State 

Farm Mut. Automobile Ins.Co.,202Mich.App.393,401,509N.W.2d 829(1993). Jones 事件につ
いては、拙稿「民事訴訟における必要的請求併合のルール (2)―ミシガン裁判所規則にお
ける必要的請求併合のルールを中心として―」駒澤法曹第 12 号 10 頁以下（2016 年）を参照。

（36）Huggett v. Dep’t. of Natural Resources.,232Mich.App.188,197-198, 500N.W.2d747(1998) ; In 

re Koernke Eatate,169Mich.App.397,399, 425N.W.2d795 (1988).
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　　　ミシガン州では、請求遮断効の原則は、広く適用されている（37）。ある
請求が請求遮断効により遮断されるならば、その権利主張者（原告）は、『そ
の訴訟が発生した事件または一連の関連した事件の全部または一部に関し
て』、相手方当事者に対して有する救済のためのすべての権利を失う（38）。

　　　本件における原告の主張は、この原則の第二の要件に関するものであり、
彼らは、ミシガン裁判所規則の規定によれば、彼らは、遮断的効果を受け
ないと考えている。Hendrix らが当裁判所において提起することを求めて
いる請求は、州における反訴の対象であったため、彼らは、ミシガン裁判
所規則 2.203(E) 項を指摘する。この規定は、次のように定める。『 (E) 項　
反訴または交差請求を提起する時期　反訴または交差請求は、答弁書とと
もに提出され、または MCR2.118 の定める方式での変更により提出されな
ければならない。もし反訴または交差請求を陳述するための変更の申立て
が却下されるときは、その請求を別訴により争うことは、裁判所が別に指
摘する場合を除いて遮断されない』。原告らは、本件において、規則の強
調された部分の文言により、本件での請求遮断効の明らかな適用から原告
らが保護される、と主張する。被告らは、ミシガン裁判所規則 2.203(E) 項は、
原告らに対してなんらの保護も与えるものでない、なぜなら、彼らは既に
州裁判所の訴訟において反訴を提起しており、彼らは、その反訴において、
その時点において彼らが相手方当事者に対して有するすべての請求を含め
なければならないからである、と主張する。被告らは、ミシガン州におけ
る必要的併合のルールを定める MCR2.203(A) 項を引用する・・・。さら
に、被告らは、町および Randall に対する連邦憲法上の請求を主張するた
めの Hendrix らの反訴の変更を求める申立ては、却下されなかったと述
べる。むしろ、Hendrix らは、州の訴訟手続に従わず、適時に州の事実審
裁判官により許可された期間内に変更された反訴状を提出しなかったので
ある、と。当裁判所は、被告らの主張が正しいものと考える。まず第一に、
ミシガン裁判所規則 2.203(E) 項の明白な文言は、反訴を陳述するために答

（37）Gose v. Monroe Auto Equip. Co.,409Mich.147, 160,294N.W.2d165(1980).
（38）Jones, supra note (35), 202 Mich.App.309,at397, 509N.W.2dat832(quoting 1 Restatement 

Judgments, 2d,24, 196).
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弁書を変更する機会を否定された州裁判所における被告の救済を定めてい
る。しかしながら、Hendrix らはすでに、州裁判所の応答的訴答において
反訴を陳述しており、法的視点を拡張しかつ反対被告を追加するためにさ
らに変更を行うための申立ては、認容されたのである。州の事実審裁判官
の行為によってではなく、まさに Hendrix ら自身の手続上の不履行こそ
が、州裁判所において審理される請求を妨げたのである。第二に、たとえ
Hendrix らが反訴の変更を求めなかったとしても、州の必要的併合のルー
ルは、本件では、請求遮断効の原則の適用を強制するであろう。ミシガン
裁判所規則 2.203(A) 項によれば、Hendrix らは、町に対する反訴におい
てすべての法的視点を提起することを義務付けられたのである。彼らの憲
法上の請求は、反訴において述べられた主題から生じたので、Hendrix ら
は、州裁判所においてそれらをすべて提起すべきであった。最後に、規則
2.203(E) 項は、請求及び争点遮断効の原則に服する手続上のルールである（39）。　
それゆえ、規則 2.203(E) 項は、それらの原則に優先することはできず、ま
たそれらの原則により遮断されるであろう訴訟を復活させることはできな
いのである。

　　　本件では、請求遮断効が働く。州裁判所の訴訟により本案判決が言い渡
された。Hendrix らの憲法上の防御方法は、事実審理の後、地域地区規制
の違反の問題に関する裁判により排斥された。そして、反訴については、
正式事実審理に基づかない裁判により、彼らに不利な裁判がなされた。次
に、平等保護及び法の適正な過程に基づく請求は、州裁判所における訴え
及び反訴の対象と同一の事件から生じたのであり、州裁判所の訴訟におい
て提起することができた。実際、上述のように、Hendrix らは、州裁判所
に対して、平等保護に基づく請求を追加するための最初の答弁書を変更す
る申立てを行い、それが認められたのであるが、そのような変更を適時に
行わなかった。さらに、Hendrix らは、地域地区規制を求める訴訟におい
て、法の適正な過程条項の違反およびその他の詳細には述べられていない

（39）See Salem Industries,Inc. v. Mooney Process Equip.Co.,175Mich.App.213,216, 437N.W.2d 
641,642(1989)（反訴の陳述を許可されなかった被告は、「コラテラルエストッペルおよび
既判事項の原則により許容される範囲内において」、別訴を提起することができる）。



（40）See Ternes Steel Co. v. Ladney,364 Mich. 614,619,111N.W.2d 859(1961)（「ひとたび原告が
これらの争点〔原告が第二の訴訟で主張している請求〕を第一訴訟において抗弁として提
出するならば、それらはその訴訟において完全かつ終局的に判断されることを必要とし
た」）; Sprague v. Buhagiar,213Mich.App.310,313－14,539N.W.2d587,588－89(1995)（裁判
所は、第一の訴訟において反訴または積極的抗弁において提出することのできた第二の請
求を遮断した）。

（41）最後に、裁判所は、州裁判所訴訟および連邦裁判所訴訟における当事者は、同一であるこ
とを指摘する。州裁判所において被告に対抗していた（原告）のは、Roscommon 町であり、
本件訴訟における被告は、町と監督官の Diane Randall であった。なるほど Randall は両
訴訟の当事者ではなかったが、Roscommon 町は、その公務員（職員）の憲法違反の行為
に対して責任を負うであろうから、両者間には十分な関係 (privity) が存在する、と判示した。
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憲法上の請求を含む積極的抗弁を提出した（40）。
　　　地域地区規制条例の不平等なまたは恣意的な執行を主張する Hendrix

らの請求及び適正な過程に関わる争点は、明らかに州裁判所における訴訟
の主題と同一の取引または事件から生じた・・・。Hendrix らが適切な注
意を払っていれば、彼らは前訴においてすべての反訴請求を提起すること
ができたであろう」（41）。

　ミシガン裁判所規則によれば、被告の提起する反訴については、次のような
規律がなされている。まず第一に、被告の提起する反訴については、任意的反
訴のルールが採用されており、被告が原告の提起した前訴において反訴を提起
するかどうかは、原則として被告の意思に委ねられている（ミシガン裁判所規
則 2.203(B) 項）。そこで、被告が反訴を提起しようとした場合に、その申立て
が却下された場合は、当該請求に関する被告の手続保障の要請から、原則とし
て当該請求について別訴を提起することができるものとされている（同規則
2.203(E) 項）。ただし、この規定は、判例が指摘するように、請求及び争点遮
断効の原則に服する手続上のルールであると解釈されている。これに対して、
第二に、被告が原告の提起した前訴において反訴を提起したときは、ミシガン
裁判所規則 2.203(A) 項の必要的請求併合のルールが適用され、被告は、すで
に提起した反訴の対象となっている請求と同一の取引または事件から生じたそ
の他のすべての請求を反訴請求として併合して提起しなければならないものと
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されている（42）。そして、もし被告が当該反訴請求と同一の取引または事件か
ら生じた請求を当該反訴において併合しなかったときは、被告が当該請求を別
訴として提起することは、必要的併合のルールに基づき遮断されることとなる、
と解される。ただし、当該請求の併合を不可能とする事情が存在する場合（請
求の不併合について当事者に帰責性が存在しない場合）は、手続保障の観点か
ら、当該請求は遮断されないものと解される（43）。本件では、前訴被告はすで
に反訴を提起しており、その反訴請求と同一の事件から生じた請求を追加的に
併合するための裁判所の許可を経たが、結局、許可を与えた裁判所の命令に従
い追加的併合を行わなかった事例であり、前訴の段階で追加的な請求の併合を
行う機会が与えられていた事例であると考えられるから、前訴被告の別訴を認
めなかった裁判所の判断は、妥当であると解される。
　次に、本件において、控訴裁判所は、既判事項の原則の要件の一つである「後
訴で争われた事項が、前訴で判断されまたは判断することができたこと」の意
義について、次のような指摘を行っている。すなわち、裁判所は、ミシガン最
高裁の指摘を引用して、請求遮断効は、当然にその訴訟の主題に属し、かつ当
事者が適切な注意を払えばその時点において提起することのできたすべての事
項に適用されるとした上で、ミシガン州の請求遮断効の原則は、前訴と同一の
取引または事件から生じた請求に基づく再訴を遮断する、とした。そして、ど
のような場合にそれらの請求が同一の取引または事件から生じたと考えられる
かの判断基準について、同一の事実または証拠が両訴訟（請求）を基礎づける
ならば、それらの訴訟（請求）は、請求遮断効の範囲を画する同一の取引また
は事件から生じたものとみられる、と指摘している。この見解によれば、両訴
訟（請求）の事実または証拠が異なる場合は、両請求は異なる取引または事件

（42）See 2 R.Longhofer, E. McKenna, A.Saltzman & S.Deming, supra note (15),§2203.9 (2016).
拙稿・前掲注 (15) 国士舘法学第 24 号 36 頁以下を参照。

（43）規則 2.203(E) 項の規定は、被告が必要的請求併合のルールに基づき、その他の請求の
追加を求める修正の申立てをしたがそれについての許可が否定される場合に、必要的
併合のルールが適用されないとすることにより、このルールから被告を保護するこ
とを定めたものである、との指摘がある。See 5 J. Soave, Michigan Practice － Civil 
Procedure Manual with Forms － §6.10, at 148(2d. ed. 1985); See also Staff Comments 
on MCR2.203(E). この点について、拙稿・前掲注 (15) 国士舘法学第 24 号 43 頁を参照。
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から生じたものとして、後訴請求は、遮断されないことになると思われる。こ
の点は、必要的請求併合のルールの適用の前提となる同一の取引または事件の
意義を検討する際にも、一つの重要な視点を提供するものと思われる。
(19) Buck v. Thomas M.Cooley Law School（44）

　本件の事実および訴訟上の背景は、次のとおりである。被告である Thomas 
M.Cooley ロースクールは、1999 年 12 月に、原告 Nahzy Buck に対して学生
として入学を許可し、2000 年 5 月から授業に参加させることとした。その後
すぐに、原告は、彼女の科目の履修に困難を来たした。原告は、大学職員お
よびロースクールの大学援助センターに対して援助を求めたにもかかわらず、
彼女の成績は悪く、大学の保護手続に付された。その後、彼女は、心理学者
の Ostien 博士の診察を受け、原告は認知処理速度に関する学習障害および一
般的な不安障害を患っている、と結論付けた。Ostien 博士は、原告が試験時
間の延長を受けるべきこと、及び彼女が一学期に 2 科目のみを履修すべきであ
ることを推薦した。被告は、最初の条件には同意したが、原告がある科目の履
修を取りやめ、授業科目を 2 科目に減らすことを認めなかった。2 学期間の保
護手続に続く第 3 学期後、原告の GPA は、1.43 であった。その後、彼女は、
2001 年 6 月 6 日、放校処分を受けた（ロースクールを退学させられた）。
　2002 年 4 月 12 日、原告は、ミシガン州裁判所に訴えを提起した。彼女は、
被告が彼女に対する援助の提供を拒否し、あるいは彼女の障害に応じた宿泊設
備の提供を拒否し、そして原告に対して宿泊設備の獲得の方法を誤って教えた、
と主張した。彼女は、被告が彼女に対して負う忠実義務に違反したこと、ミシ
ガン州消費者保護法およびミシガン州における障害者の市民的権利に関する法
律に違反したこと、および彼女から連邦およびミシガン州憲法における法の適
正な過程による保護を奪ったことを主張した。2002 年 4 月 15 日、州の事実審
裁判所は、次のような一方的緊急差止命令を登録した。すなわち、被告は、「被
告 Thomas M.Cooley ロースクールが他の同様な状況にあるロースクールの学
生に提供しているのと同一のクラスについて、原告が履修登録を行い、授業に
出席しかつ参加することをいかなる方法によっても排除しかつ禁止することを
差し止めかつ禁止する」、とのものであった。その命令は、「予告なく、原告の

（44）597 F.3d 812, 254 Ed.Law Rep.536, 40 NDLRP 230(C.A.6,Mich.2010).
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法学教育についてのその他の妨害や遅延を禁止することが認容される」ことを
指摘している。審理の後、裁判所は、緊急差止命令を、実質的に同様な命令文
を伴った仮差止命令に変更した。被告は、緊急差止命令にも仮差止命令にも控
訴せず、原告は、2005 年 12 月まで授業に出席した。
　2004 年 11 月 4 日、州裁判所は、数個の訴因について正式事実審理に基づか
ない裁判の申立てを認容したが、ミシガン州における障害者の市民的権利に関
する法律に基づく差別に関する原告の請求については、正式事実審理に基づか
ない裁判の申立てを却下した。被告は、正式事実審理に基づかない裁判の申立
ての一部を却下した裁判に対して、ミシガン州控訴裁判所に控訴を提起した。
2005 年 3 月、州裁判所における控訴審の係属中、原告は、2002 年から生じた
違反行為の主張を伴う訴えの変更を行うための許可を、州裁判所から得た。し
かしながら、州の事実審裁判所は、2002 年 4 月末までの事項に関する変更の
みを許可した。原告は、さらに、次のような主張をもまた追加しようとした。
すなわち、被告の教職員が、中でも、彼女が宿題で不正行為をしたと非難し、
彼女の夫と同じ授業グループに加わりたいとの要望を認めず、彼女に対して低
い成績を付与し、また彼女に対してぞんざいな態度をとることによって、彼女
を不適切に扱った、というものであった。事実審裁判所はこの要求を認めなか
った。なぜなら、そのような事実は、仮にそれが真実であるとしても、原告の
報復的な請求に対する根拠を提供するものではない、と結論付けたからである。
その後、州の事実審裁判所は、控訴審の係属中、訴訟手続を停止することに同
意した。原告は、2005 年 4 月 27 日、訴えを変更する書面を提出した。
　この州裁判所における訴訟が進行中、原告は、差止命令の条件のもと、2006
年 1 月 22 日を卒業見込みとして、入学を許可された。原告は、被告が、2005
年の秋に原告が卒業できるよう準備することを引き受け、原告に卒業式の際に
着用する帽子を用意し、卒業証書における彼女の名前を確認し、彼女の最終学
年の顔写真を撮った、と主張している。このような主張にもかかわらず、原告
は、さらに、最終学期を含め彼女の学修を通して敵意のある環境を経験し、こ
の敵意が彼女に一層の精神的不安を引き起こし、そのことが、次に彼女の授業
での学習を妨げるものとなった、と主張した。彼女が最後の学期であることを
望んだ 2005 年の秋学期の前の時点で、彼女の成績は、彼女のクラスにおいて
下から 10 番目であった。その学期において、彼女は、事業組織法の授業にお
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いて F の評価を受けただけでなく、その学期の他の授業である動産担保付取
引法および再履修科目である連邦行政法においても低い評価を受けた。登録担
当者の Wysocki は、もし彼女が卒業を望むなら直ちに異議を申し立てるよう
彼女に助言した。彼女は、異議申立てに必要とされる試験書類を集めようとし
たが、短答式試験の採点表の原本がすでに紛失していた。それにもかかわらず、
2006 年 1 月 11 日、原告はこれらすべての授業科目について即座の異議申立て
を行った。彼女の異議申立ては、必要書類の要件を満たさないことを理由に、
1 月 18 日に却下された。これによって、必修科目における彼女の成績点の平
均は、卒業に必要な GPA の最低基準である 2.0 を下回ることとなった。彼女
は、学生が在学中に二科目の成績を無効とすることを認める被告の政策に基づ
き、事業組織法の成績を無効とするよう求めた。この申立ては却下された。な
ぜなら、仮に彼女が事業組織法の成績を無効としても、必修科目における彼女
のGPAは1.98であり、依然として最低基準を下回っていたからである。さらに、
彼女は、卒業に必要な 90 単位のうち、2 単位を残したままであった。その結果、
被告は彼女が 2006 年 1 月に卒業することを認めず、彼女は、2006 年 3 月にロ
ースクールから放校処分を受けた。
　2006 年 6 月 20 日、ミシガン州控訴裁判所は、正式事実審理に基づかない審
理の申立てを却下した事実審裁判所の裁判を取り消し、すべての請求について
被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てを認容することを指示して、事
件を差し戻した（45）。州の控訴裁判所は、次のような指摘を行った。すなわち、
被告は差止命令に対して控訴しなかったが、裁判所は、差止命令による救済は
本件では適切ではなかった、なぜなら、原告はコモンロー上の適切な救済方法
を有していたし、また一方的緊急差止命令は、現状を維持するものではなく、
それを変更するものであるからであると考える、とするものであった（46）。ミ
シガン州最高裁判所は、2006 年 11 月 29 日、上告許可申立てを却下した（47）。
差戻審において、原告は、新たな差止命令に基づく救済を申し立て、彼女のロ
ースクールからの放校処分を指摘した。2007 年 1 月 24 日、州巡回裁判所は、

（45）Buck v. Thomas M.Cooly Law School, 272Mich.App.93,725N.W.2d 485(2006).
（46）Id.at 98 n.4, 725N.W.2d 485, at 488 n.5.
（47）Buck v. Thomas M.Cooly Law School, 477Mich.943,723N.W.2d 858(2006).
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被告の正式事実審理に基づかない裁判の申立てをすべて認め、原告の請求を棄
却した。
　原告は、2007 年 12 月 10 日、本件連邦訴訟を提起し、アメリカ障害者法（ADA）
の違反、ミシガン州における障害者の市民的権利に関する法律の違反、および
種々の黙示契約の違反を主張した。被告は、連邦民事訴訟規則 12 条 (b)(6) に
基づく却下を申し立て、本件訴訟は、州裁判所における前訴の遮断効により遮
断される等、と主張した（48）。地方裁判所は、書面による意見書において、被
告の各主張を容れ、原告の請求を棄却した。これに対して、原告が控訴。控訴
裁判所の Kennedy 裁判官は、原告の控訴を棄却して、次のように判示した。
　　　「『連邦裁判所は、州裁判所の判決に対して、その判決が言渡州において

受けるのと同一の効力を付与しなければならない』（49）。原告の前訴はミ
シガン州において提起され、そこでは『既判事項についての広い見解』が
採用されており（50）、その見解によれば、『次のような場合に第二の後訴が
遮断される。すなわち、（１）前訴が本案について判断されたこと、（２）
両訴訟が同一の当事者または当事者的関係人を含んだこと、および（３）
後訴における事項が、前訴において解決され、または解決することができ
たものであること』、である（51）。既判事項の原則は、『すでに争われた請
求だけではなく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起
することができたが提起しなかったすべての請求を遮断する』（52）。・・・『あ
る事実の集合体が既判事項の原則との関係において事件を構成するかどう

（48）選択的に、被告は、主張された損害は、なんらの違法行為とも因果関係を有するものでは
なかった、なぜなら、ミシガン控訴裁判所は、原告は差止めによる救済を与えられるべき
ではなかったのであり、この救済なしには、彼女が不服を申し立てている期間において彼
女はロースクールの学生ではなかったであろう、と結論付けたからである、と主張した。
さらに、被告は、第六の訴因における契約の違反を理由とする原告の請求は、請求を陳述
していなかった、と主張した。

（49）Abbott v. Michigan,474F.3d 324, 330(6th Cir.2007)(28U.S.C.§1738 を引用 ).
（50）In re MCI Telecommunications Complaint, 460Mich.396, 431, 596N.W.2d164,183 (1999).
（51）Abbott, supra note (47),474F.3d324, at 331(quoting Adair v. State,470 Mich.105,121,680   
　　  N.W.2d 386, 396 (Mich.2004)).

（52）Id.
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かは、それらの事実が時間、場所、原因または動機の点で関連しているか
どうか、おおよびそれらの事実が適切な審理の単位を形成しているかどう
かを考慮して、実用的に判断されなければならない』（53）。・・・既判事項
の原則の適用を証明する責任は、この原則を主張する側にある（54）。

　　　当事者は、州の訴訟が本案について解決されたこと、及び本件訴訟と同
一の当事者を含んでいたことを認めている。当事者間における紛争の焦点
は、本件訴訟において提起された請求は、前訴において解決され、または
解決されるべきであったかどうかである。

　　　2002 年から 2006 年における彼女の第二の放校処分までの間における被
告の待遇に関する主張は、前訴を生じさせた主張と同一の事件の一部を構
成しており、ロースクールの学生としての原告に対する被告による違法行
為および差別的意図を内容としている。原告は、最初の訴え、変更された
訴え、および連邦裁判所に対する訴えにおいて、被告が彼女に便宜を図ろ
うとせず、また彼女の学習を妨害した、と主張した。彼女が本件訴訟にお
いて提出している事実主張の多くは、彼女が州裁判所の訴訟において追加
しようとしたものと同一である。例えば、彼女は、訴訟係属中に裁判所の
差止命令により彼女の再入学が求められた後、大学のアドバイザーが彼女
に助言することを拒否したという主張や、Cercone が移民法を担当する教
授に対して、彼女の成績評価を変更しないよう指示したという主張を追加
するため、州裁判所から許可を得ようとした。彼女は、同一の主張を連邦
裁判所における訴えにおいて行っている。

　　　原告は、彼女の連邦裁判所における訴えは、彼女が州裁判所における訴
えを提起した時点において生じていなかった多くの事実を主張している、
と論じる。彼女は、これらの事実が、2002 年に提起された原告の最初の
州裁判所における訴えに含まれていなかったし、含めることができなかっ
たことを正しく認識している。ミシガン州裁判所規則は、もっぱら、訴答
者は、『訴訟の主題である事件から生じた、彼が訴答の送達の時点におい
て相手方当事者に対して有するすべての請求を併合すること』を要求して

（53）Adair, id. 470 Mich.105, at 125, 680 N.W.2d 386, at 398.
（54）Abbott, supra note (49), 474 F.3d 324, at 331.
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いる。Mich.Ct.R.2.203(A).
　　　しかしながら、ミシガン州法の下では、原告は、州裁判所における訴訟

の『係属中』に発生した関連する事実上の主張に基づき、彼女の訴えを変更
する義務を負うのであり、さもなければ既判事項の原則により遮断されるの
である （55）。　

　　　ミシガン州裁判所規則は、訴訟の開始の時点において利用すること
のできなかった事実に基づいて、訴えを変更することを認めている（56）。
Dubuc 事件において、当裁判所は、既判事項の原則が、地方自治体によ
る報復を主張する原告の訴訟を遮断する、なぜなら、原告は先に同一の地
方自治体による報復に基づいて訴えを提起していたからである、と判示し
た。当裁判所は、『追加的な報復的意思の表示が前訴における本案につい
ての裁判の前に生じるときは、被害者は、最初の訴えを変更して、新たな
主張を追加することを義務づけられる』、と結論付けた（57）。当裁判所は、『重
要な問題とは、上訴人が先の訴訟手続において、彼の訴えを変更して、新
たな報復的意思の表示を含めることができたかどうかである』、ことを強
調した（58）。

　  　本件では、原告は、2005 年 4 月 27 日に、訴えを変更する書面を提出す
る ことができた。それゆえ、彼女は、本件訴訟において、その時点にお
いて提出することができたが提出されなかったいかなる事実を根拠とする

（55）	See Adair, supra note (51), 470 Mich.105, at 125, 680 N.W.2d 386, at 398 ; see also Dubuc 
v. Green Oak Twp., 312 F.3d 736(6thCir.2002). Dubuc 事件については、拙稿「民事訴訟に
おける必要的請求併合のルール（2）―ミシガン裁判所規則における必要的請求併合のルー
ルを中心として―」駒澤法曹第 12 号 19 頁以下（2016 年）を参照。

（56）See Mich.Ct.R.2.118(E). 同項は補充的訴答書面を定めており、訴答書面の提出後に生じた
取引、事件または出来事は、補充的訴答書面において主張することができる、と定める。
そして、補充的訴答書面の提出のための許可は申立てにより求められなければならず、裁
判所は、適切な条件を付することができる、と定める。See also  5 J. Soave, Michigan

　　　Practice － Civil Procedure Manual with Forms － §7.7 (2d. ed. 1985).
（57）Dubuc, supra note (55), 312 F.3d 736, at 750.
（58）	Id. at 749 ; see also Adair, supra note (51), 470 Mich.105, at 126, 680 N.W.2d 386, at 398 

（「原告が、適切な注意を払えば、前訴の係属中にそれらの請求を提起することができた」
かどうかを考慮）。
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ことも遮断される。なるほど、事実審裁判所は、彼女がその時点で追加し
ようとしたすべての事実上の主張に基づいて訴えの変更を行うことを認め
なかった。しかしながら、それは、その申立ての提起の時点を理由とする
ものではなく、事実審裁判所が、それらの主張は原告の訴訟原因を根拠づ
けるものではない、と判断したからである。原告は、その不利な裁判に対
して控訴しなかったので、その点をもはや連邦裁判所において争うことは
できない。

　　　さらに、原告は、2007 年における訴訟の棄却の前に生じた事項を争う
ことを遮断される。なぜなら、彼女は、差戻しの後から判決が登録される
までの間に生じた新たな事項を追加するため、州の事実審裁判所に対して
訴え変更の許可を求めることができたからである。原告は、差戻しにより、
2005 年以後の事実に基づき訴えの変更を行うことができ、かつそれゆえ
行うべきであっただけでなく、彼女は実際にそれを行おうとしたが、でき
なかったように思われる。口頭弁論において、原告代理人は、2006 年の
末に原告の訴えが州の事実審裁判所に差し戻された後に、原告が、ロース
クールからの放校処分を受けたことを含め、2006 年以来の事実上の主張
に裁判所の注意を向けさせたことを指摘した。事実審裁判所は、既判事項
の原則に基づきこの訴えの変更を許可しなかったが、差戻後の州事実審裁
判所の不利な裁判に対して原告がとるべき法的手段とは、州の裁判所制度
において控訴を提起することであり、同一の事実を主張して連邦裁判所に
訴えを提起することではない。前訴において、ロースクールからの放校処
分を含めそれまでの事項を適切に提起しなかったので、彼女は、本件訴訟
においてそれらの事項を争うことを遮断される・・・」。

　本件では、原告は、被告ロースクールに入学を許可された後、最初に、被告
による差別的な行為に基づき退学処分を受けたことを理由として、2002 年 4
月 12 日ミシガン州裁判所に訴えを提起し、仮差止命令を得、この訴訟の進行中、
差止命令の条件のもと、2006 年 1 月 22 日を卒業見込みとして、入学を許可さ
れた。裁判所は、原告の請求の一つについて被告の正式事実審理に基づかない
裁判の申立てを棄却したため、被告が控訴した。原告は、2005 年 3 月、この
控訴審の係属中、2002 年から生じた違反行為の主張を伴う訴えの変更を行う
ための許可を、州裁判所から得、2005 年 4 月 27 日、訴えを変更する書面を提
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出した。しかし、州の事実審裁判所は、2002 年 4 月末までの事項に関する変
更のみを許可しそれ以外の事項について訴えの変更を認めなかった。その後、
原告は、GPA の基準および卒業所要単位数を満たすことができず、2006 年 3
月にロースクールから退学処分を受けた。2006 年 6 月 20 日、ミシガン州控訴
裁判所は、被告の控訴を容れ、すべての請求について被告の正式事実審理に基
づかない裁判の申立てを認容することを指示して、事件を差し戻した。原告は、
差戻審において、新たな差止命令に基づく救済を申し立て、3 月の退学処分を
含め、2006 年以来の事実上の主張を行ったが、事実審裁判所は、この訴えの
変更を許可しなかった。2007 年 1 月 24 日、州巡回裁判所は、被告の正式事実
審理に基づかない裁判の申立てをすべて認め、原告の請求を棄却した。原告は、
2007 年 12 月 10 日、本件連邦訴訟を提起し、アメリカ障害者法（ADA）の違反、
ミシガン州における障害者の市民的権利に関する法律の違反、および種々の黙
示契約の違反を主張したが、この訴訟が、州裁判所の前訴判決に基づく既判事
項の原則により遮断されるかどうかが問題となった。
　控訴裁判所は、まず第一に、既判事項の原則について、すでに争われた請求
だけではなく、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払えば提起するこ
とができたが提起しなかったすべての請求を遮断することを指摘したうえで、
ある事実の集合体が既判事項の原則との関係において単一の事件を構成するか
どうかは、それらの事実が時間、場所、原因または動機の点で関連しているか
どうか、およびそれらの事実が適切な審理の単位を形成しているかどうかを考
慮して、実用的に判断されなければならない、との判断基準を挙げている（59）。　
　そのうえで、2002 年から 2006 年における彼女の第二の退学処分までの間に
おける被告の待遇に関する主張は、前訴を基礎づけた主張が生じたのと同一の
事件の一部を構成しており、ロースクールの学生としての原告に対する被告の
違法行為および差別的意図を内容としているとする。そして、第二に、裁判所
は、ミシガン裁判所規則 2.203 の定める必要的請求併合のルールを指摘し、原
告は、訴訟の主題である事件から生じた、彼が訴答の送達の時点において相手
方当事者に対して有するすべての請求を併合することを要求している、とする。　
その上で、ミシガン州法の下では、原告は、州裁判所における訴訟の「係属中」

（59）See J.Friedenthal, M.Kane & A. Miller, supra note(29)§14.4, at 628 － 631(1993).
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に発生した関連する事実上の主張に基づき、彼女の訴えを変更する義務を負う
のであり、さもなければ既判事項の原則により遮断されるとして、原告は、必
要的請求併合のルールに基づき、訴訟の係属中に、同一の事件から生じた他の
請求について必要的追加的変更（併合）を行わなければならないことを指摘す
る。もっとも、本件では、原告は、前訴において、前訴提起後に生じた新たな
事実に基づき訴えの変更を申し立てたが、前訴裁判所はこれを認めなかったの
で、当該事実に基づく請求について後訴を提起することは遮断されないように
も思われる（60）。この点について、裁判所は、州裁判所の不利な裁判に対して
原告がとるべき法的手段とは、州の裁判所制度において控訴を提起することで
あり、同一の事実を主張して連邦裁判所に訴えを提起することではないとする。
原告は、追加的な請求の併合を認めなかった自己に対する不利益な裁判に対し
て控訴を提起し、当該裁判を取り消して、追加的な請求の併合を行うことがで
きたのであるから、その点になお請求不併合に対する帰責性を肯定することが
できると判断したものと思われる。
(20) Elder v. Harrison Township（61）

　Elder 氏は、自動車産業に関わる電気技師であり、長年、Ford や Visteon
で働いてきた。Elder 博士は、Macomb 郡にある St. John’s Hospital の救急救
命医であった。原告らは、2000 年に結婚し、4 人の子供たちと暮らしている。
Harrison 町は、自治体設立法に基づいて業務を行う自治体であり、地方公共
団体である。
　この紛争は、原告らが、Harrison 町の Lakeshore Drive 38350 に、彼らの「ド
リーム・ホーム」を建築しようとしたことから生じた。不動産の購入後、町は、
そこに所在する家屋とボートハウスの廃棄処分を求めた。この廃棄処分の決定
を覆すことはできなかったが、町は、原告が新たな家屋を建築し、もし彼らが
自己の費用で旧家屋を取り壊したときは、それを適正な市場価格で評価しよう

（60）もっとも、2005 年 4 月 27 日の訴えの変更の申立ての際、裁判所が、2002 年 4 月末以降の
事実に基づいて訴えの変更を許可しなかったのは、それらの主張が原告の訴訟原因を根拠
づけるものではないとの実質的な理由に基づいており、その意味でこれらの追加的な請求
については、すでに実体的判断がなされていたともみることができ、本来の既判事項の原
則の適用の対象となるとみることもできると思われる。

（61）786 F.Supp.2d 1314(E.D.Mich.2011).
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とする試みに協力することで合意した。2000 年秋、原告らは、取壊しの許可
を求め、最初は却下されたが、後に 2001 年 1 月に許可が認められた。2001 年
3 月までに、原告らは、旧家屋の取壊しを終了した。
原告らはまた、Lakeshore Drive 37751 に所有していた別の家屋のリフォーム
を行っていた。2002 年 3 月、原告らは、その時まで彼らが住んでいた Redford
市にある彼らの家屋を売却した。2002 年 3 月から 2004 年 7 月までの間、原告
らは、37751 番地の Lakeshore にある家屋に居住していたが、その間、彼らは、
その家屋のリフォームを継続していた。
　2004 年 10 月、原告らがドリームホームを設計していたとき、彼らは、条例
担当官の Melissa Spranger 氏と面会し、その時点で、原告らの設計につき氏
により仮承認がなされた。2005 年 6 月までに、町は、Elder 氏の建築計画を最
終的に承認し、かつ必要なすべての許可が与えられた。2005 年 11 月までには、
原告らは、新しい家屋のおおよその枠組みを完成させた。町の建築審査官であ
る Dennis Blanc は、基礎工事を承認し、かつ骨組みについての「大まかな審査」
を行い、原告らは、この審査に合格した。2005 年 11 月から 2006 年 3 月までの間、
暖房および冷房、水道設備、電気設備、および絶縁体が取り付けられ、審査され、
町により承認された。2006 年 8 月までには、原告らの家屋に関するすべての
審査が承認され、もっぱらドライブ道と正面玄関のみの完成が残された。原告
らがなお必要としたことは、最終の審査に合格し、居住証明書を受け取ること
のみであった。結果として、原告らは、37751 番地 Lakeshore の家屋を売却し、
ほぼ完成したドリームホームに引っ越した。
　2006 年に入って間もなく、町は、被告 Hardcastle を条例担当官として雇用
し、彼女を建物調査官に指名した。このころ、Elder 氏は、原告の親友であり、
町との建築紛争に巻き込まれていた Winowskis を援助するため、仲介を行っ
ていた。原告らは、Elder 氏が Winowskis を援助したことが町とその職員を
不快にさせ、それが彼らを刺激して「原告らに対する報復という一致した行動」
を引き起こした、と考えている。
　2007 年 6 月 22 日、町は、Hardcastle を通して、原告らに対して、彼らが
38350 番地 Lakeshore の家屋に居住したことに異議を申し立てることを通知し
た。その文書は、Elder らに対して、彼らの建築許可はまもなく失効し、もし
彼らが退去しなければ、町は、その家族が居住証明書なしに「危険な建築物」
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に居住していることを児童保護庁（CPS）に連絡するであろうことを通知して
いた。Elder 氏は、初めに Parakh から延長の許可を得た。しかし、彼が延長
を許可したとき、彼は、最終の審査の予定日に先立ち、原告らがその不動産か
ら立ち退き、かつ家屋の中にある物すべてを撤去することを求めた。原告ら
は、8 月 8 日、彼らが Parakh と面会し、Elder 氏がすべての家具を家屋の中
央に移動し、かつ 8 月 12 日までにそれらを撤去すること、および最終の審査
が 8 月 13 日に行われることについて、双方が合意したと主張している。しか
しながら、8 月 9 日、Parakh は Elder 氏に電話し、何らの合意もなく、原告
らは退去しなければならず、かつ水道は 2 日後に止まる、との連絡を行った。　
また、同日、Elder 氏の自宅で Elder 氏と Hardcastle 氏との間で、Hardcastle
氏が扉に張り付けた「違反の通知」というステッカーを Elder 氏が引き剥がし、
Hardcastle 氏に退去を求め警察に連絡したことをめぐり口論が生じた。　
　Hardcastle 氏が車からデジタルカメラを持ってきたところ、Elder 氏が再度
退去を求め警察に連絡をしていたため、彼女は Elder 氏の頭に向けてデジタル
カメラを振り回して Elder 氏を殴打し続け、かれの頭とひじに重傷を負わせた。
原告らは、その後数か月にわたり、被告らは口論の最中に実際に起きたことに
ついて真実を隠蔽しかつ（または）歪めようとした、と主張している。原告ら
は、被告らが共謀し、Hardcastle に対して 2007 年 11 月に彼を被告とする刑
事手続を開始させた、と主張した。原告らは、その他の被告らが Elder 氏が何
らの違法行為も行っていないことを知りつつ、彼を訴追する裁判に参加した、
と主張している。さらに、原告らは、Hardcastle が医者に対しておよび事実
審理において虚偽の事実を述べた、と主張している。Elder 氏に対する審理は、　
2008 年 10 月 21 日に開始された。4 日後、陪審は、すべての起訴内容について

「無罪」の全員一致の評決を言い渡した。
　2007 年以来、当事者は複数の訴訟に関与してきた。2008 年 10 月の Elder 氏
に対する刑事訴訟に加え、両当事者間における訴訟の経過は次の通りである。
すなわち、州裁判所における職務執行令状訴訟（Elder Ⅰ訴訟）；原告らの提
起した名誉棄損訴訟（Elder Ⅱ訴訟）；およびミシガン州法における暴行、悪
意訴追、裁判手続の濫用および過失を主張する原告らにより提起されたもう一
つの州裁判所の訴訟（Elder Ⅲ訴訟）、である。
1．Elder Ⅰ訴訟：職務執行および監督的統制
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　2007 年の暮れ、町と Parakh は、依然として原告らの家屋について最終的
な審査を行うことを認めなかった。原告らは、2008 年 1 月 9 日、職務執行令
状訴訟を Macomb 郡巡回裁判所に提起した。この訴えの提起後、被告らは、
最終的な審査を行うことを認め、原告らに対して、居住証明書を発行した。
2008 年 6 月 22 日、Elder1 訴訟は、「進行の必要がないこと」を理由に、却下
(dismissed without prejudice) された。
2．Elder Ⅱ訴訟：名誉棄損および精神的利益の喪失
　2008 年 8 月 6 日、 原 告 ら は、 町 と Forlini に 対 し て、 名 誉 棄 損 訴 訟 を
Macomb 郡巡回裁判所に提起し、これらの被告らは、Forlini が報道機関に対
して、2007 年 9 月の Elder 氏と Hardcastle との間の事件について述べた際、
原告らの名誉を棄損した、と主張した。この事件は、Richard L.Caretti 裁判
官に配点された。2008 年 10 月 1 日、被告らは、自治体の免除特権に基づき正
式事実審理に基づかない裁判を申し立てた。2008 年 11 月 10 日、Caretti 裁判
官は、被告の申立てを認容した。2008 年 11 月 26 日、Elder Ⅱ訴訟は、棄却
(dismissed with prejudice) された。
3．Elder Ⅲ訴訟：暴行、悪意訴追、裁判手続の濫用および過失
　2009 年 5 月 14 日、Elder 氏は、ミシガン州法に基づき、Macomb 郡巡回裁
判所に不法行為訴訟を提起した。Elder Ⅲ訴訟は、本件において主張された
42U.S.C.§1983 に基づく連邦法上の請求に対応した、町と Hardcastle に対す
る州法上の請求を主張していた。2009 年 8 月 17 日、Hardcastle と町は、正式
事実審理に基づかない裁判を申し立て、Elder Ⅲ訴訟における請求は、既判事
項の原則とミシガン裁判所規則 2.203(A) の定める必要的併合のルールに基づ
き遮断される、と主張した。2009 年 10 月 7 日、Caretti 裁判官は、書面によ
る意見および命令において、被告らの申立てを却下した。町は、この裁判に対
して控訴しなかった。2010 年 2 月 26 日、町に対する請求は、合意に基づき、
却下 (dismissed without prejudice) された。Hardcastle に関する訴訟が係属
したが、実際には、2009 年 9 月 15 日に登録された停止により、「終結」した。
4．Elder Ⅳ訴訟：42U.S.C.§1983、過度な暴力、悪意訴追、報復、共謀、及
び監督者・自治体の責任
　本件訴訟は、2010 年 8 月 9 日、すなわち連邦破産裁判所が停止を変更して、
原告らが被告 Hardcastle に対して訴訟追行することを認めてから 6 日後、か
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つ町が Elder Ⅲ訴訟について却下をすることに同意してから 6 か月後に、提起
された。それらの請求は、町、Hardcastle、Forlini、および Parakh に対して
提起された。被告らは、当裁判所が、原告らの請求は Elder Ⅱ訴訟の結果とし
て既判事項の原則により遮断されるものとして棄却することを求めた。
連邦地裁の Borman 裁判官は、被告らの正式事実審理に基づかない裁判の申
立てを認容して、次のように判示した。
　　　「・・・正式事実審理に基づかない裁判の申立てにおいて、被告らは、

請求遮断効が原告らの訴訟を遮断する、なぜなら、彼らは、Elder Ⅱ訴訟
において提起することができかつ提起されるべきであった請求を提起して
いるからである、と主張する・・・。原告が、当裁判所における本件訴
訟とほとんど同一の訴訟を州裁判所に提起したとき、被告 Harrison 町と
Hardcastle は、既判事項の原則に基づき正式事実審理に基づかない判決
の申立てを行った〔Elder Ⅲ訴訟〕。Richard L.Caretti 裁判官（Elder Ⅱ
訴訟の審理をも担当）は、既判事項の原則は原告らの新たな請求を遮断
しなかったと判示し、被告らの正式事実審理に基づかない判決の申立て
を却下した。その結果、裁判所は、最初に、被告らの既判事項の主張が、
Elder Ⅲ訴訟における Caretti 裁判官の判決の遮断効により遮断されるか
どうかを判断しなければならない。もしそうでないとすれば、裁判所は、
請求遮断効の原則が、Elder Ⅱ訴訟における Caretti 裁判官の判決に基づ
き原告らの本件訴訟を遮断するかどうかを判断しなければならない。

　　A. Elder Ⅲ訴訟のなんらかの遮断的効果
　　　十分な信頼と信用法の 1738 条（28U.S.C.§1738）は、連邦裁判所が、

州裁判所の判決に対して、その州の他の裁判所が付与するのと同一の遮断
効を付与することを要求している（62）。1738 条が適用される事例では、地
方裁判所は、連邦またはコモンロー上の遮断効のルールに従うことはでき
ず、州裁判所の裁判の効果を判断するため、州法を適用しなければならな
い・・・。本件では、Elder Ⅲ訴訟において既判事項に基づく被告の正式
事実審理に基づかない裁判の申立てを却下した州裁判所の裁判は、ミシガ
ン州法の下では遮断効を付与されるものではない。なぜなら、それは本案

（62）Parsons Steel ,Inc. v. First Ala.Bank, 474U.S.518, 523, 106S.Ct. 768, 88 L.Ed.2d 877(1986).
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の終局判決ではないからである。Mullins 事件におけると同様、Elder Ⅲ
訴訟では、最終的に不利益を伴わない却下がなされた。その結果、当裁判
所は、それに遮断効の原則を適用することができない（63）。

　　B. Elder Ⅱ訴訟の請求遮断効は、原告らの請求を遮断するか。
　　　請求遮断効が適用されるかどうかを検討する場合、裁判所は、最初の判

決が言い渡された州、すなわち本件ではミシガン州の法に従わなければな
らない（64）。ミシガン州法は、裁判所がある訴訟を遮断するために請求遮
断効を適用するには、以下の要件を満たすことを要求している。すなわち、

（１）本案に関する前訴の終局的裁判が存在したこと、（２）両訴訟の当事
者が同一であること（65）、および（３）第二の訴訟における主張が、第一
の訴訟において解決されえたこと、である（66）。ミシガン州法では、正式
事実審理に基づかない裁判の申立ての認容は、本案に関する終局的裁判で
ある・・・。

（63）See Mullins v. City of Inkster, WL 597188, at 12(E.D.Mich.Mar.3, 2008).
（64）Reid v. Thetford Township., 377 F.Supp.2d 621, at 624(E.D.Mich.2005).
（65）この要件について、連邦裁判所は、「当事者の完全な同一性は要求されず、もっぱら『前

訴の当事者により適切に提示されかつ保護される利益の実質的同一性』で足りる」、と判
示したミシガン州最高裁の判例（Adair, supra note (51), 470Mich.105,at122,680N.W.386）
を指摘した上で、各政府職員と彼らが勤務する団体との間には、たとえ職員が前訴にお
いてと被告とされていなかったとしても、当事者的関係人という関係が存在するとする

（Fleming v. City of Detroit, No 04-74081,2006WL2559862, at 5(E.D.Mich.Spt.1,2006)）。そ
して、職員としての資格において訴えられた職員と彼が勤務する公的機関との間において
は、当事者的関係人の関係は通常存在する一方で、個人としての資格で訴えられた市職員
については、一般にその逆が当てはまるが、公的機関と職員個人との利益が密接に連合す
るとき、または「個人としての資格を含めることが、訴答上の技術以外の何ものでもない
ときは、職員が個人としての資格において訴えられたという事実にもかかわらず、当事者
的関係人の関係は存在すると考えることができる、とする（Id.at 6）。このような前提に立っ
たうえで、Hardcastle と Parakh は、Elder Ⅱ訴訟において被告とされておらず、また彼
ら個人としての資格で訴えられていたにもかかわらず、裁判所は、Hardcastle と Parakh
は、町と当事者的関係人の関係に立ち、それゆえこの第二の要件を満たすものと判示した

（Fleming 事件および McCoy 事件事件におけると同様に、Hardcastle 及び Parakh に対す
る原告らの請求は、訴答上の技術以外の何ものでもない、とした）。

（66）Reid , supra note (64), 377 F.Supp.2d 621, at 625.
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　　　第三の要件、すなわち、後訴において提起された請求は、前訴において
提起されるべきであったという要件が充足されているかどうかを分析する
際に、裁判所が一般に使用する二つの基準が存在する。これらは、『同一
の証拠』の基準と、『同一の事件』の基準である（67）。同一の証拠の基準に
よれば、後訴は、もし後訴を立証するために使用される証拠が前訴を根拠
づけたであろう場合、またはもし同一の事実が両訴訟の追行にとり重要で
あった場合に、遮断される（68）。同一の事件の基準によれば、第二の請求
を根拠づけるために異なる証拠が使用されるかどうかは重要ではない（例
えば、請求または法的視点〔claims or legal theories〕が異なる場合）。もし、
単一の主要事実の集合体が原告の請求 (claims) を生じさせるときは、両者は、
単一の訴訟原因を構成するであろう（69）。　

　　　それゆえ、〔同一の〕事件の基準は、同一の証拠の基準よりも、範囲が広い。
ミシガン州は、より広い同一の事件の基準を採用した（70）。ミシガン州最
高裁は、ある事実の集合体が、既判事項の原則との関係で一つの事件を構
成するかどうかは、それらの事実が、時間、場所、原因または動機の点に
おいて関連しているかどうか、およびそれらが適切な審理の単位を形成し
ているかどうかを考慮することにより、実用的に判断されなければならな
い、と判示した（71）。ひとたび請求遮断効を適用するための要件が充足さ
れるならば、その原則は、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意を払
えば提起することのできたすべての請求を遮断するのである（72）。　この
点は、後訴が連邦裁判所または州裁判所に提起されたかどうかにかかわら
ず妥当する（73）。

（67）Adair, supra note (51), 470 Mich.105, at 124,680N.W.2d386.
（68）Id(quoting River Park,Inc.v.Highland Park,184Ill.2d290,307-309,234Ill.Dec.783,703 N.E.2d 

883(1998).
（69）Id.

（70）Adair, supra note (51), 470 Mich.105, at 124-125, 680N.W.2d386.
（71）Id. at 125, 680N.W.2d386(quoting 46Am.Jur.2d Judgments§533, 801).
（72）Reid, supra note (64), 377F.Supp.2d 621, at 625(quoting Sewell v. Clean Cut Mgmt.Inc., 

463 Mich.569,575, 621N.W.2d222(2001)).
（73）Squires v. City of Detroit, No240762,2003WL22495601, at1(Mich.App.Nov.4,2003).
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　　　ミシガン州法の下では、原告は彼の訴えを変更して同一事件から生じ
た請求を追加することを義務付けられ、さもなければ最初の訴訟が係属中
に生じた請求を既判事項の原則により遮断されるという危険を負わされる
のである（74）。Dubuc 事件では、原告は、Green Oak 町が彼の土地の開発
について彼に許可を与えなかったことにより報復を行ったと主張して、憲
法上の権利の行使を求めて、町を訴えた（75）。原告は、町に対して四つの
訴訟を提起した。当裁判所は、被告の正式事実審理に基づかない裁判の
申立てを認容した。なぜなら、既判事項の原則が、原告の第四の訴訟を遮
断したからである。第六巡回裁判所は、当裁判所の裁判を支持し、彼の第
三の訴訟以来、町はその他の報復的な行為に従事したという原告の主張
を却下した（76）。裁判所は、次のように指摘した。すなわち、『しかしなが
ら、その他の報復的な意思の表明と申し立てられたものが、第三の訴訟の
本案に関する裁判の前に生じたときは、被害者は、彼または彼女の最初の
訴えを変更して、それらの新たな主張を追加することを義務付けられる』、
と（77）。Dubic 事件において指摘された原則は、最近、Buck v.Thomas 
M.CooleyLawSchool 事件（78）において、第六巡回裁判所によって支持さ
れた。Buck 事件では、裁判所は、『ミシガン州法の下では、原告は、州
裁判所における『訴訟の係属中』に明らかになった関連する事実上の主張
に基づき、訴えを変更する義務を負い、さもなければ既判事項の原則によ
り遮断される』、と判示した（79）。

　　　後訴請求は、もし、原告が、前訴の係属中にその請求を提起することが
できなかったとすれば、既判事項の原則より遮断されないであろう（80）。

（74）See Dubuc v. Green Oak Township., 312F.3d 736,750(6th Cir.2003).
（75）Id. at 740.
（76）Id. at750-751.
（77）Id. 750.
（78）597 F.3d.812, 817-818 (6th Cir.2010). こ の 判 例 の 詳 細 に つ い て は、 本 稿 (19) Buck v. 

Thomas M.Cooley Law School 事件を参照。
（79）Id. at 818.；but see Schenden v. Addison Township., No244389, 2004 WL 1908231, at 4 

(Mich. App. Aug. 26, 2004).（もし、前訴が提起された時点において、後訴請求が十分に成
熟していないときは、既判事項の原則は、後訴請求を遮断しない）。

（80）See Kane v. Magna Mixer Co., 71F.3d 555, 560 (6th Cir.1995).
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Kane 事件では、第六巡回裁判所は、原告は、前訴が終結してから 18 か
月後に、彼らに譲渡された損失補償に関する請求についての訴えを提起
することを禁止されない、との判決を言い渡した（81）。裁判所は、次の
ように述べた。すなわち、『簡単に言えば、Kanes は、彼らがその時点
において有していなかった請求を主張することはできなかった』、と（82）。　
さらに、この原則は、原告に対して、単に彼らが同一被告に対して係属
中の事件を有していることを理由に、同一の事件から生じていない請求
を提起することを要求するものではない（83）。Banks 事件では、ミシガ
ン控訴裁判所は、『同一の事件から生じたすべての請求」という文言と「終
局的な裁判の登録の前に生じた請求』という文言とを同一視しないよう
注意を促した（84）。既判事項の原則は、前者を遮断するが、後者を遮断
しない。したがって、裁判所は、原告が同一の被告に対して前訴を提起
してから 5 年半後に生じた侵害を根拠とする労災補償に基づく原告の請
求は、たとえ最初の事故に関する審理がまだ行われていなかったとしても
遮断されない、と判示した（85）。

　　　　本件では、当裁判所は、既判事項の原則が原告らの請求を遮断する、
と判示する。Elder Ⅱ訴訟において、被告 Forlini および町の正式事実
審理に基づかない裁判の申立てを認容した裁判は、本案に関する終局判
決であったことは、争いがない（86）。しかし、原告らは、Elder Ⅳ訴訟
における連邦上の請求は、Elder Ⅱ訴訟における州裁判所の裁判によっ
ては遮断されえない、なぜなら、それらの請求は、彼らが 2008 年 8 月
に訴えを提起した時点では、成熟していなかったからである、と主張す
る。原告らは、2008 年 8 月に当該訴訟を提起した。なるほど、悪意訴

（81）Id.

（82）Id；see also Dietrich v. Stephens,No.2006-078629-CK, WL 2389502, at 1(Mich. App. 
June12, 2008).（既判事項の原則は、和解後の債務不履行に基づく原告の後訴請求を遮断し
なかった、なぜなら、これらの請求は、「州裁判所での和解時点においてはまだ存在して
いなかった一連の事実から生じたからである」、と判示）。

（83）Banks v. LAB Lansing BodyAssembly,271Mich.App.227,231-32,720N.W.2d756(2006).
（84）Id. at 231,720N.W.2d756.
（85）Id. at 231-32, 720N.W.2d756.
（86）See Chakan v. City of Detroit, 998F.Supp. 779, at 783(E.D.Mich.1998).
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追に基づく請求の重要な要件とは、『被告人勝訴の先の刑事手続の終結』
である・・・。Peterson 事件（87）では、ミシガン控訴裁判所は、既判事
項の原則との関係で、不法監禁および悪意訴追を理由とする請求と、報
復および財産侵奪のようなその他の請求とを明確に区別した。なぜなら、
前者は、それらが成熟したものとなるには、原告に対する刑事告訴事
件の有利な終結を必要とするからである（88）。それゆえ、Elder 氏の悪
意訴追の請求は、彼が、2008 年 10 月 25 日（原告が 2008 年 8 月 6 日に
Elder Ⅱ訴訟を提起してから 1 か月後）に提起された前提となる刑事告
訴事件について無罪となるまでは、成熟しなかった。Elder 氏の無罪は、
2008 年 10 月 1 日に、被告町と Forlini が Elder Ⅱ訴訟において正式事
実審理に基づかない裁判の申立てを行った後、しかしながら、Caretti
裁判官が、2008 年 11 月 10 日にその申立てを認容し、または 2008 年 11
月 26 日に当該事件につき不利益を伴う却下〔棄却〕の裁判を言い渡す
前に言い渡された。Dubic 事件によれば、原告らは、もし悪意訴追の請
求が、最初に彼らの請求を生じさせたのと同一の事件から生じたとき
は、Elder Ⅱ訴訟において訴えを変更して、悪意訴追の請求を追加する
ことを義務付けられた（89）。原告らは、前訴の係属中に存在しなかった
請求を提起することを義務付けられないであろうことはその通りである
一方、本件では、Elder Ⅳ訴訟における請求が成熟し、かつ Elder Ⅱ訴
訟が依然として係属中であった期間が存在した。この点が、原告らの事
件と Dietrich 事件および Peterson Novelties 事件とを区別している（90）。

　　	 　原告らはまた、次のように述べる McCoy 事件を引用する。すなわち、
『当裁判所は、前訴において解決することのできた請求の遮断は、必然
的に、前訴において最初の訴答書面が提出された後に生じた新たなかつ
独立した請求を含むとは考えない』、と（91）。しかしながら、この文言は

（87）Peterson Novelties v. City of Berkley, 259Mich.App.1,14-15,672N.W.2d351(2003).
（88）Id. 259Mich.App.at15-16,672N.W.2d351.
（89）Dubuc, supra note (74), 312F.3d736, at750.
（90）See Dietrich v. Stephens, WL2389502, at 2 (2008); Peterson Novelties, supra note (87), 

259Mich. App.1 , at15, 672N.W.2d351.
（91）McCoy v. Michigan, 369Fed.Appx.646, at 651(6th Cir. 2010).
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傍論にすぎず、ほとんど説得的な価値を有しない。なぜなら、McCoy
事件における裁判所は、明確に、原告のその後の解雇は、異なる事件を
構成したと考えたからである（92）。したがって、当裁判所は、名誉棄損、
暴行、監督的責任、および悪意訴追を根拠とする原告らの請求が、すべ
て同一の事件から生じたかどうかを判断しなければならない。原告らは、
Elder Ⅳ訴訟における彼らの請求は、Elder Ⅱ訴訟における請求とは異
なる事件から生じたものである、と主張する。彼らは、Elder Ⅱ訴訟に
おける「事件」とは、2007 年に生じた、Forlini の名誉棄損を内容とす
るコメントであり、かつ Elder 氏と Hardcastle との間の口論において
存在した一方で、Elder Ⅳ訴訟における「事件」とは、2008 年 10 月に
Elder 氏に対して提起された刑事告訴事件の有利な終結であった。被告
らは、これらの請求のすべてが、明らかに、町による原告の家屋の調査、
建築中止命令の発令、及び Elder 氏と Hardcastle との間の口論から生
じた、と主張する。

　　　　当裁判所は、ミシガン州における広い既判事項の原則によれば、こ
れらの請求は、すべて同一の事件、すなわち、原告らが、Lakeshore 
drive38350 番地にドリームホームを建築しようとした際の、原告らと
町とのさまざまな相互の行為から生じたものと判断する。『ある事実の
集合体が、既判事項の原則との関係で一つの事件を構成するかどうかは、
その事実が、時間、場所、原因または動機の点で関連性を有するかどう
か、及びそれらが適切な審理の単位を構成するどうかを考慮することに
より、実用的に判断されなければならない』（93）。明らかに、Elder Ⅱ訴
訟における名誉棄損に基づく請求は、原告らが町による不正な扱いと感
じたことおよび Elder 氏と Hardcastle との間の身体的動作を伴った口
論から生じた。その請求において争点となった名誉棄損の陳述は、その
口論についての意図的な『虚偽の発言』であった。同様に、原告の悪意

（92）Id. at 652.（要約すると、当裁判所は、McCoy の訴訟は、既判事項の原則より遮断されな
い、なぜなら、その訴訟の前提となる請求は、州裁判所の訴訟に含まれたのと同一の事件
を構成すると述べることはできないからである）。

（93）Adair, supra note (51), 470Mich.at125,680N.W.2d386(quoting 46 Am.Jur.2d Judgments§533, 
801).
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訴追の請求は、まさに同一の口論に基づくものであった。原告らは、町
は Hardcastle に対して、Elder 氏が何らの違法行為をも行っていなか
ったことを知っていたにも関わらず、その口論に基づいて Elder 氏に対
する刑事告訴を行うよう促した。一時的に悪意訴追の請求は、一年後の
Elder 氏に対する刑事手続の終結に至るまで成熟してはいなかった一方
で、Elder Ⅳ訴訟における訴状の審査によれば、原告らは、大部分の欄
を Hardcastle との出来事に費やしていた。原告らの報復、監督的責任、
および共謀の主張は、いずれも同一の事実の集合体をめぐってなされて
いるので、それらの主張も、同一の事件と考えられるべきである。原告
らの Hardcastle に対する暴行の請求は、明らかに、Elder Ⅱ訴訟にお
ける請求と同一の事件から生じたのである・・・。当裁判所は、原告ら
は、Elder Ⅱ訴訟が棄却される前に、彼らの請求を提起することができ
かつ提起すべきであったこと、それらの請求は、Elder Ⅱ訴訟における
のと同一の事件から生じたこと、および被告 Hardcastle 及び Parakh は、
町と当事者的関係人の関係にあると判断するので、当裁判所は、既判事
項の原則が原告らの請求を遮断する、と判示する。したがって、被告ら
の正式事実審理に基づかない裁判の申立ては、認容される」。

　本件は、原告の建築した建物について、居住証明書を発行するための町の最
終審査をめぐるトラブルから生じた紛争であり、原告と被告町との間には、4
つの訴訟が提起された。このうち、第 1 および第 3 の訴訟は却下判決により終
結し、第 2 訴訟が請求棄却の本案判決により終結したため、連邦地裁に提起さ
れた本件の第 4 訴訟が、第 2 訴訟の判決の既判力により遮断されるかどうかが
問題となった。この点について、連邦地裁は、まず第一に、既判事項の第 3 の
要件、すなわち、後訴において提起された請求が、前訴において提起されるべ
きであったかどうかの判断基準（必要的請求併合のルールの観点からは、原告
が前訴において併合することを義務付けられた請求の範囲を判断する基準とし
ての同一の事件の意義）として、同一の証拠の基準と、同一の事件の基準を挙
げる（94）。そして、同一の証拠の基準によれば、もし後訴を立証するために使
用される証拠が前訴を根拠づけたであろう場合、またはもし同一の事実が両訴

（94）See also 5 J. Soave, supra note (56), §5.6 (2d. ed. 1985).
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（95）See J.Friedenthal, M.Kane & A. Miller, supra note(29)§14.4, at 628 － 631(1993).

訟の追行にとり重要であった場合に、後訴請求は遮断される、とする。これに
対して、同一の事件の基準によれば、第二の請求を根拠づけるために異なる証
拠が使用されるかどうかは重要ではなく（例えば、請求または法的視点〔claims 
or legal theories〕が異なる場合）、もし、単一の主要事実の集合体が原告の請
求 (claims) を生じさせるときは、両者は、単一の訴訟原因を構成するとする。
それゆえ、同一の事件の基準は、同一の証拠の基準よりも範囲が広いとする。
そして、ミシガン州は、より広い同一の事件の基準を採用しており、ミシガン
州最高裁は、ある事実の集合体が、既判事項の原則との関係で一つの事件を構
成するかどうかは、それらの事実が、時間、場所、原因または動機の点におい
て関連しているかどうか、およびそれらが適切な審理の単位を形成しているか
どうかを考慮することにより、実用的に判断されなければならない、と判示し
たことを指摘した（95）。その上で、ひとたび請求遮断効を適用するための要件
が充足されるならば、その原則は、同一の事件から生じ、当事者が適切な注意
を払えば提起することのできたすべての請求を遮断する、とする。第二に、連
邦地裁は、上述の原則を前提として、ミシガン州法の下では、原告は彼の訴え
を変更して同一事件から生じた請求を追加することを義務付けられ、さもなけ
れば最初の訴訟が係属中に生じた請求を既判事項の原則により遮断されるとい
う危険を負わされることを指摘する。すなわち、必要的請求併合のルールによ
れば、原告は、同一の事件から生じた数個の請求を併合することを要求される
ので、それらの請求のうちの一つの請求について訴えを提起したときは、原告
は、同一の事件から生じたその他の請求をその訴えに併合することを求められ
るのである（必要的追加的変更）。第三に、連邦地裁は、もし、原告が、前訴
の係属中に同一の事件から生じた他の請求を併合提起することができなかった
ときは、既判事項の原則は、当該請求に基づく後訴を遮断しないことを指摘す
る。必要的請求併合のルールは、前訴での原告の請求不併合に対する帰責性と
被告の要保護性を前提とするので、前訴での原告の請求不併合に対する帰責性
が存在しないときは、併合されなかった請求に基づく後訴は遮断されないこと
となると解されるからである。
　以上のような前提に立ち、連邦地裁は、まず第一に、第 2 訴訟における名誉
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（96）ある主要事実 A と主要事実 B が同一の事件から生じたものと評価される場合には、両事
実がほとんど同一の場合（同一性）、同一ではないが事実の一部を共通にする場合（共通性）、
および両事実自体は異なるがそれらの事実が関連性を有する場合（関連性）、を想定する
ことができると考えられる。同一事実（証拠）の基準は、これらのうち第 1（および第 2）
の場合を含み、同一事件の基準は、これらすべての場合を含むと考えられる。このように
みることができるとすれば、本件では、各請求は、いずれも原告と被告職員との口論とい
う事実を同一または共通にしているとみられ、その意味で、同一事実（証拠）の基準から
も、事件の同一性を肯定できた事例であるように思われる。

棄損および精神的利益の喪失を根拠とする請求と、第 4 訴訟における過度な暴
力、悪意訴追、報復、共謀、および監督者・自治体の責任を根拠とする請求とは、
ミシガン州における広い既判事項の原則によれば、いずれも同一の事件、すな
わち、原告らが、彼らの所有する土地上にドリームホームを建築しようとした
際の、原告らと町とのさまざまな相互の行為から生じたものと判示した。第 2
訴訟の名誉棄損に基づく請求は、町による不正な行為および原告と被告職員と
の身体的動作を伴う口論から生じ、その請求において争点となった名誉棄損の
陳述は、その口論についての意図的な「虚偽の発言」であった。同様に、第 4
訴訟における原告の悪意訴追の請求は、まさに同一の口論に基づくものであっ
た。また、原告らの報復、監督的責任、および共謀の主張は、いずれも同一の
事実の集合体をめぐってなされているので、それらの主張も、同一の事件と考
えられるべきであり、さらに原告らの被告職員に対する暴行の請求は、明らか
に、第 2 訴訟における請求と同一の事件から生じたものであった（96）。第二に、
上述のように、既判事項の原則または必要的請求併合のルールによれば、原告
は、同一の事件から生じた数個の請求のうちの一つの請求について訴えを提起
したときは、同一の事件から生じたその他の請求をその訴訟において追加的に
併合提起しなければならないものとされる。このような観点から、裁判所は、
原告らは、第 2 訴訟が棄却される前に、第 4 訴訟における彼らの請求を第 2 訴
訟において併合提起すべきであったことを指摘した。また、第三に、原告が、
同一の事件から生じたその他の請求を前訴において併合提起することができな
かった場合は、当該請求に基づく後訴の提起は遮断されないと解されるが、裁
判所は、原告らは、第 2 訴訟が棄却される前に、第 4 訴訟における彼らの請求
を第 2 訴訟において併合提起することができたことを指摘して、原告らの第 4
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訴訟における請求は、遮断されるものと結論付けた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　〔次号に続く〕　


